
平成２３年度優先度判定パブリックコメント結果 

No. 属性 年代
府省
名

施策
番号

施策名
ご意見概

要
ご意見 その理由

6801

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の科学・技術が
将来においても持続的
に発展するためには、
その基盤となる基礎学
術研究の強化が不可欠
である。そのような目的
に見合う事業として本
施策は最適なものであ
る。

産業に直結する技術に
対する集中的な投資と
ともに、将来の科学・技
術の発展に不可欠なシ
ーズは育み続ける必要
がある。現状は、前者
に重心が偏りすぎてい
る面があり、基礎学術
研究の強化が欠かせな
い。

6802

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

世界を覆うインターネッ
ト情報網は光ファイバー
伝送技術と高速集積回
路を用いたルーター（ノ
ード）技術に依拠してい
るが、途上国を含めた
情報爆発の時代には消
費電力の増大が社会の
脅威になると試算され
ている。光信号を電気
信号に変えずにノードを
通過させる種々の新技
術（幹線網技術、ノード
技術、マネージメント技
術）を総合的に推進す
る全光化プロジェクトは
グリーンICTの本命で、
産官学の総力を結集す
る体制が必須である。

全光化による低エネル
ギー化の重要性の認識
は日本の研究者（産官
学）が世界を先導してき
た。総務省もいちはやく
プロジェクト展開を進め
た結果、光バッファを有
する光パケットスイッチ
プロトタイプ実証をはじ
めとする先端的成果が
挙がり始めている。これ
ら先端技術のメリットが
大都会以外のユーザー
にも享受されるには幹
線からアクセスまで
種々層での実用化努力
が必要であり、コンソシ
アム方式が最適の推進
体制と考える。

6803

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

１）採択率３０％、基金
化の早期実現。 
２）間接経費割合の見
直し（例えば３割ではな
く２割） 
３）科研費の名称を学術
研究費に変更。

１）国立大学・大学共同
利用機関の運営費交付
金の削減により、研究
を進めるための最低
「生活」費が不足してい
る状況の中では、採択
率３０％の早期実現を
お願いしたい。また、基
金化によって次年度へ
の不安解消もお願いし
たい（不安が原因となる
不正経理も防げる）。 
２）各法人は間接経費
欲しさ、ランキング向上
（評価対策）のために、
プレゼン対策などを組
織的に始めている。科
研費は法人間競争の資
金ではなく、各分野での
研究者間競争の資金で
あるので、法人に与えら
れる間接経費の割合は
少なくしてもよいのでは
ないか。 
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３）いろんな競争的資金
があり、混乱も生じてい
るところから、学術研究
費であることをはっきり
命名することが必要で
はないか。

6804

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24109

海洋研究開
発機構運営
費交付金「地
球環境変動
研究」

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

任期制研究員に関する
人件費・雇用枠の増加
が望まれる。

近年にわたる予算削減
によって、特に任期制
研究員（20代から30代）
の待遇の悪化や雇用数
の減少が顕著である。
研究の最前線を担う若
手研究員の減少は機構
全体の研究活動の推進
にとっては致命的な問
題である。優秀な若手
研究員の海外流出を防
ぐためにも人件費およ
び採用枠の大幅な増加
が望まれる。

6805
その
他

50～
59歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンドアク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

周波数有効利用の観点
から研究を進めていく
べきである。

無線LAN、携帯、wimax
等通信形式は色々なも
のが利用されている
が、その各々に長所、
短所があり時間的場所
的にストレスなく使用で
きる社会インフラにする
ために十分に活用しき
れていない気がする。
また有効周波数帯域が
限られている現状では
このような技術を研究
し、いつでもどこでも安
易につながる通信基盤
を構築してもらいたい。

6806

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24163

原子力シス
テム研究開
発委託費(原
子力システ 
ム研究開発
事業)

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

原子力発電等，平和利
用に関する研究開発は
積極的に推進すべきで
あるが，それを支える安
全確保および安全評価
に関わる人材育成も同
時に進めるべきである。

原子力発電所や放射性
破棄物処理施設周辺に
おける放射能の影響評
価や環境影響評価を適
切に行うことのできる人
材育成が，原子力技術
の研究開発に比べて著
しく遅れている印象があ
る。大学等人材育成機
関においても，原子力
工学等の技術開発に関
わる分野には重点的に
支援が行われている
が，その安全性を担保
することにつながる安全
評価，安全確保に関わ
る人材育成について
は，時代の流れととも
に，研究室・講座が減
少傾向にある。 
原子力技術を日本の国
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家基盤として位置づけ
るのであれば，その技
術の安全性を裏打ちす
るためにも，安全評価
等に関わる人材も同様
に育成する必要がある
と考える。

6807
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20113

ワイヤレスネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

省電力型ユーティリティ
ネットワーク技術におい
ては、まだ具体的な整
備が見えておらず、早
急な技術の確立を行う
必要があると思われま
す。提案の目標を達成
するためにも、このまま
推進すべきと思われま
す。

省電力型ユーティリティ
ネットワーク技術の確立
にて、安全安心移動通
信システム、スマートグ
リッドなどの生活に直結
した技術の活用が見込
まれ、市場・経済効果
が大きいと思われま
す。

6808
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

印刷技術をもちいてエ
レクトロニクスを形成す
る技術は、地球環境に
与える影響が少なく、シ
ステムと人間との情報
のやり取りについて新し
い可能性を感じさせる
ユニークな技術です。
ぜひ日本の閉塞感が漂
う現状を打破していただ
きたいと思います。

印刷技術は、材料・装
置とも日本に強みのあ
る技術ですが、欧州で
は印刷でエレクトロニク
スを作ることに政府も積
極的に力を入れてお
り、日本も強いリーダー
シップの元、開発を加速
する必要があると思い
ます。

6809

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

学術国際交流事業を、
さらに拡大して推進す
べきである。

学術的な面で国際交流
を進めることは、関係す
る分野の活動度を増進
するうえで有効な方法
である。さらには、諸外
国に対して日本の存在
感を高め、軍事力を持
たない政治２流国とみ
なされがちな日本の国
際的地位を高める。

6810
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

製薬会社と同じような研
究を行う予定でしょう
か？ 
製薬企業は私企業で利
益のあるところは当然
研究対象としますが、そ
うではない分野、国内
企業が対象としていな
い分野や収益の乏しい
分野に注力して欲しい
と思います。

国の資金を使って製薬
会社と同じようなことを
しているのに違和感を
感じますが、民間では
難しい基盤研究の強化
は必須で、その成果を
国内企業に提示するな
ら国益の向上なのでこ
のまま推進していただ
きたいと思いました。

6811
大学・
公的
研究
機関
（独

20～
29歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

物質構造の解明等、科
学技術研究の重要な部
分を担っている本事業
について、今後も推進し

物質構造の解明等、研
究すべき内容は豊富に
存在しながらも、施設使
用が満足に行えていな
い現状があると考える。
もしさらに縮小するよう
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法・公
設試
等）

ていくべきだと考える。 なことがあれば、
SPring-8に関わる研究
が大きく停滞すると考え
る。

6812

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

大学の研究能力を産業
技術のイノベーションに
つなげていくためには、
各地域において産学官
が緊密に連携し、情報
交換や技術交流をして
いくことが重要であると
いえます。これまでの施
策によりクラスター形成
されましたが、それが大
きな成果を生んできて
いますので、さらに推進
すべきだと考えます。

国の基礎である地域の
活力を上げるために
は、地域の特長を活か
しながら、次世代に向け
た産業・技術を確立して
いくことが重要で、そこ
では産学官の連携が不
可欠だといえます。これ
までの一連の施策によ
りその方向付けが行わ
れてきましたが、その勢
いをさらに拡大し継続
的なものにするために
も、この施策を推進する
ことが望ましいといえま
す。

6813

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

環境
省

29101
衛星による地
球環境観測

このまま
推進す
べき

継続的な基礎データの
取得は、地球環境を正
確に把握するために重
要であり、積極的に推
進すべきである。

地球環境について継続
的にデータを収集する
ことはきわめて重要で
ある。こういった基礎的
なデータ収集は、民間
投資ではなかなか行わ
れないことであるため、
国家が積極的に投資す
べき分野である。また、
一方で国際的に必要と
されるデータでもあるこ
とから、この分野で成果
を上げることは、国際社
会に対して責任を果た
せる、という意味でも重
要である。

6814

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

次世代の学術研究を担
う人材育成のためにも、
特別研究員事業は継続
すべきである。現在の
日本の学術研究の中核
を担う多くのが特別研
究員を経験したと思わ
れ、その成果はすでに
明らかである（統計があ
るはず）。ポスドク問題
等の問題もあるが、こ
れから研究者を目指す
人々はそのようなリスク
は承知で挑んでくるの
で，そのようなリスクテ
イカーをサポートする制
度をより強化すべき。

大学院進学者が増えた
とはいえ、職業的科学
者として活動するため
には、そのためのトレー
ニング期間と環境が必
要である。特別研究員
制度はDC, PD共にその
ような機会と環境を得る
ために有用である。特
に大学への交付金が削
減され、大学の裁量で
若い研究者をサポート
するための財源確保が
困難になりつつある現
状では、特別研究員制
度はより重要であると
考える。

このような予算額の広
い配分により、自由な
発想による様々な研究
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6815

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究の基盤となる補助
金であり、さらなる拡充
を期待します。 
比較的年間予算額の少
ない研究費を拡充し、
採択率を上げることを
希望します。特に、若手
向けの予算（若手A, B）
に関しての拡充を強く
希望します。

が推進され、今後の日
本を担う科学・技術が
多く誕生する機会が増
えると考えます。特に、
若手のうちは予算がな
いために、希望する研
究ができないことも多
く、このことがすばらし
研究の芽を摘んでしま
っているなっていること
も多いと、実際の現場
にいて感じております。
この施策は今後の日本
の科学・技術の発展の
根幹に関わる重要な位
置づけを担っていると思
いますので、なにとぞさ
らなる拡充をお願いしま
す。

6816

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究領域）

このまま
推進す
べき

細胞内の物質を形のあ
る「もの」としてとらえ、
その構造を明らかにす
るともに、生命現象をそ
れらの「もの」同士の相
互作用として理解する
ことは生命の本質を理
解することである。この
プログラムは、これまで
十分に成果を上げてき
ており、今後も大いに推
進すべきである。

このような研究は医療
の進歩など社会福祉充
実のために必要である
だけでなく,学問の発展
をめざすものでもあり、
日本が先進国である以
上、人類の将来のため
に行わなければならな
いものだと考える｡

6817

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学研究費補助金にお
ける学生の応募資格制
限の撤退要求

学生は教育を受け研究
を指導されるものとあり
ますが、博士後期課程
の学生がその立場に留
まらず積極的に研究活
動を推進し研究代表者
や分担者になることは、
新規分野の研究開発の
可能性を創りだし、また
学生が将来実社会で即
戦力として活躍できる研
究者なるための絶好の
機会となってきました。
学生が科研費に応募で
きないことは、実社会へ
のアプローチが消極的
となり、研究意欲が削
がれてしまいます。 
また我が国が科学研究
分野で世界的に先導的
立場を維持するために
は、継続的に優秀な若
手研究者を育成するた
めの環境づくりが重要と
考えております。これら

5



のことから、学生の応募
資格の制限を撤廃して
頂きたく、強く要望いた
します。 

6818
その
他

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光通信産業こそこれか
らの日本の成長産業で
す。光通信産業の研究
開発を強力に推進すべ
きであり、益々国として
力を入れるべき分野だ
と思います。

光通信産業はすべての
産業の基盤になるもの
だからです。

6819

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

予算を拡充するべき 

先進国の中でみても、
科学技術政策にたいす
る予算の割合は、決し
て高くない。低額予算で
も良いから、比較的長
い期間採択されるよう
に十分な予算を確保し
て欲しい。地域格差の
出ないように、研究の種
は、一部のものにだけ、
手厚く肥料をやるより
も、広く土を肥やして耕
さないと、せっかくの芽
も枯れてしまうと思いま
す。

6820

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

予算請求の上で増額を
することには賛成だが、
広く一般市民にその事
を理解させるための広
報が不足していると考
えられる。現時点での
支援人数の拡充につい
て、どの分野でどれだ
けの支援を増強するの
かを明らかにする事が
重要である。

日本の産業面を考える
上で、人的資源の重要
さは論を待たずとも万
人が理解するところで
ある。しかし産業の土台
を形作る「研究」、とくに
基礎的研究分野につい
ては、成果を求める最
近の風潮の煽りを受け
て「成果の出ない・出に
くい」ものとして切り捨て
られがちである。この点
を改善し、基礎的研究
を土台とした総合的な
研究プロジェクトに対す
る支援の重要性を改め
て国民に納得させる必
要がある。

6821

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24121
脳科学研究
戦略推進プ
ログラム

このまま
推進す
べき

リハビリテーション機能
に関する研究は最後ま
で推進すべき。

リハビリテーション機能
に関する研究やブレイ
ン・マシン・インターフェ
ース技術の開発を途中
で止めてしまうと、対象
となる障害者にしわ寄
せが来る。 
 その理由は、障害者
に完全ではない技術を
推進させることになり、
障害者により苦痛を与
えかねないからである。
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6822

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金（継
続）

このまま
推進す
べき

日本の科学の研究を支
えてきた歴史ある事業
である．近年，改善・見
直しがすすんであり，こ
の方針で推進して行く
のがよいと思う．見直し
に関しては，厳正な運
用が先行し， 
より使いやすくする改正
が遅れていると思う．こ
の点も改正して欲しい．

日本の科学の研究を支
えてきた歴史ある事業
である．近年の特化し
た研究支援方針が主流
であるなか，幅の広い
研究を育てる重要な事
業であり，運用・成果の
評価は厳正のに行うべ
きあるが，アイデア・新
規性等も考慮にいれ，
柔軟な姿勢で支援して
欲しい．

6823

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

女性研究者支援室の整
備等は、男女参画社会
の形成のためにも必要
な施策である。

我が国の女性研究者の
割合を高めていくこと
は、新成長戦略のシナ
リオにそっている。

6824
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

本施策を早期に実施し
て頂きたいと考えます。

エレクトロニクスデバイ
スの生産性向上は国際
競争においても必須で
あり、そのためにも印刷
技術によるプロセスの
開発が最も有効であ
り、早期の技術開発が
必要と考えます。

6825
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

国家戦略であるグリー
ンイノベーションやライ
フイノベーションは、現
在では考えられないも
のすごい数のセンサ、
デバイスや機器が接続
され、これらが有機的に
結合されて初めて実現
できるものである。この
ため、その基盤となる通
信技術、特に移動通信
システムの高度化（大
容量化、高信頼化（高
品質化））が必須である
が、その課題解決に大
きく貢献する本研究開
発の実施は不可欠であ
り、緊急性が高いと考え
る。

移動通信システムの高
度化は、単に、LTEのよ
うな高速無線通信がで
きるケータイと言った通
信インフラが整備され
れば、すべてが解決す
るわけではない。電波
は周波数という有限な
資源を使うという特徴が
あり、電波の利用が増
えれば増えるほど資源
は逼迫し、十分な機能
を果たせなくなる。この
ため、電波の周波数割
り当ての見直しはもとよ
り、周波数を有効利用
する技術の研究開発は
極めて重要である。これ
は、民間レベルで行な
えるものではなく国レベ
ルでの実施が必須であ
る。また、本研究開発は
世界を先導するもので
あり、早期実施により研
究成果の海外展開も期
待できる。

遺伝暗号の違いをもと
現在、病気に苦しんで
いる人はもちろんのこ
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6826
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

に病気の原因、副作用
の原因などを明らかに
して、新しい治療薬や診
断薬を開発することはこ
れからの社会に必要不
可欠だと考えておりま
す。

と、原因が究明されてい
れば病気の予防処置と
して行う事もできると聞
いております。莫大な医
療費の軽減の為、また
人としての幸せの為必
要ではないでしょうか

6827
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20101

最先端のグ
リーンクラウ
ド基盤構築に
向けた研究
開発

このまま
推進す
べき

最先端の高信頼・省電
力なクラウド間連携基
盤の構築を目指し、複
数クラウドが相互にバッ
クアップして信頼性を確
保するとともに、ネットワ
ーク全体の電力消費の
最適化を図る要素技術
の研究開発を推進すべ
き。推進に際しては、産
学の分担・連携により、
また官による大規模、
継続的な支援が必要で
ある。

クラウド利用の急増や
災害時であっても、リソ
ースを共有しつつ相互
に連携できるクラウド基
盤を構築するため。ま
た、クラウド利活用の急
増により、ネットワーク
の消費電力も急増する
と考えられ、個々のエレ
メントのみならず、ネット
ワーク全体で省電力化
を図るため。また、こうし
た技術は米国が先行し
ており、国際標準化獲
得、国際競争力強化を
図る必要があるため。

6828
その
他

60歳
～

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

これからの地球環境改
善や人類の発展の為に
も必要不可欠な研究だ
と思います。

地球温暖化にストップを
懸ける為の新エネルギ
ーの開発や生命科学研
究での新しい発見は、
日本の為にも重要と思
います。

6829

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

資源に乏しい我が国で
基礎科学をないがしろ
にする事はあってはな
らない．

Science等に掲載される
質の高い研究を行って
おり、このまま推進すべ
きである．

6830
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

（１）推進すべきと思う
が、だらだらと長引かせ
るように続けるのではな
く、大きな目標を立てて
取り組んで欲しいです。 
 
（２）この施策に限らず、
最先端の科学技術の研
究は、成果だけでなく、
途中経過や今後のビジ
ョンなど、どんどんテレ
ビなどで情報を流して
欲しい。世界にはわくわ
くする謎や不思議がま
だたくさんあって、それ
に多くの大人が取り組

（１）について： 
省資源化、省エネルギ
ー化は日本らしい技術
だと思います。誰も反対
しないと思います。 
日本には材料メーカー
から装置メーカーなど、
この施策に関わる、強
いメーカーがあると思い
ます。国があるべき形を
示せば、事業化、市場
形成はどんどん進むと
思います。 
 
（２）について： 
毎日、未来への絶望と
金への欲望を煽る報道
ばかりで辟易です。専
門的で難しいことでも、
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んでいるということを、
子供たちに知らしめて
欲しい。

どんどん夢のある情報
を発信して欲しいです。
難解なことも、やがて、
一般の人でも、難しいこ
とではなくなります。

6831
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24171
基幹ロケット
高度化

このまま
推進す
べき

去年、ロケット開発がな
くなり、関連会社もつぶ
れているはず。

開発がとだえれば、気
象衛星すら自前であげ
られなくなりかねない。

6832

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24113
地球観測衛
星網の構築

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

気候変動や地球環境問
題の理解と対策のため
人工衛星データは不可
欠なものとなっており、
衛星センサの開発とそ
のデータ利用（研究・応
用）は着実に進められ
るべきものである。本施
策では、
GCOM,EarthCareなど進
行中の計画のみを対象
としている。もちろんそ
の着実な推進は重要で
あるが、さらに現在必要
性が増しているアジア
越境大気汚染への対応
として、静止衛星による
大気汚染物質観測につ
いても研究開発に着手
すべきである。このセン
サは集中豪雨など新し
い高度気象観測にとっ
ても有効である。

中国などアジア新興国
では経済発展に伴い深
刻な大気汚染が発生し
ており、その越境汚染
により日本も重大な影
響を受けつつある。オゾ
ンやエアロゾルはアジ
ア地域での気候変動に
も重要である。国立環
境研究所などで、すで
に日本で光化学オキシ
ダントの増加が起こり、
越境汚染の影響の可能
性が高いことを示してお
り、国際協調による取
組みが必要である。そ
の科学的根拠となるデ
ータ取得に静止衛星に
よる大気汚染物質観測
が有効である。韓国で
も強力に計画が進めら
れようとしているが、日
本がリーダーシップをと
れるよう推進すべきで
ある。

6833

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24009
特別奨励研
究員

このまま
推進す
べき

日本では強いリーダー
シップをとれる子供を教
育していなかったため、
独創的な研究において
欧米に劣る部分が多く
あったが、目覚ましい勢
いで新興国が力をつけ
ている現在、最先端の
研究を行う研究者を支
援することは国民の利
益にもつながるはずな
のでこのまま推進すべ
きだ。

世界に先駆けた卓越し
た研究結果を日本人研
究者がもたらしたという
ニュースは不況で暗くな
っている日本社会にも
希望をもたらすはずで
ある。そしてこの事業に
選ばれた研究者が将来
の研究者育成にも関わ
りさらに学術的発展が
見込めるだろう。

6834

大学・
公的
研究
機関 40～

文部
科学

24008

テニュアトラ
ック普及・定

推進す
べきでは

大学にテニュアトラック
制度が導入されたが、
現実的はまったく機能し
ておらず、ただたんにポ
スドクの一時雇用の場
になっているのが現状
だ。一人の若い研究者
が、教授会の全員を納
得させテニュアを得られ
る人がこの日本に何人

テニュアトラック制度は
准教授からみると自分
の教授ポストが奪われ
るのではないかという疑
心暗鬼を産み、テニュア
獲得をなんとでも阻止し
ようとする動きが生じ
る。結果として若手を殺
す場になっている。テニ
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（独
法・公
設試
等）

49歳 省 着事業 ない いるだろうか。そういう
人はとっくの昔にアメリ
カに行っている。この政
策にお金をつぎ込むの
であれば、大学に一人
でも多くの任期のない
助教を雇う方が日本の
科学技術の貢献につな
がる。

ュアトラック制度は、み
んなが幸福になる制度
ではないので、現場レ
ベルでうまくいかない。
研究は会議室で起きて
いるのではなく、現場で
起きているのを忘れな
いで欲しい。

6835

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき施
策だと思います。特に
利用者負担に関しては
軽減されるような環境に
していただきたい。

放射光施設は、基礎研
究から産業利用までの
非常に幅広い領域をカ
バーしている研究施設
だと思います。日本の
物質化学分野をさらに
発展させていくには、国
内にある放射光施設を
整備、更新していくこと
は必須と思います。北
海道のように距離的に
離れた場所で研究して
いると、旅費などの都合
で利用頻度が限られま
す。旅費などの利用者
負担が軽減され、どこ
の研究者でも同じ感覚
で使える施設にしてもら
えると助かります。

6836

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

本施策に記述の通り、
喫緊の課題としての施
設の耐震化や環境対策
の為には、少なくとも、
本施策の現状を維持す
るか、より一層の増額
が必要と考える。また、
高度化・多様化する教
育研究活動の実施に不
可欠なスペースの確保
については、このままで
は世界の進歩に立ち後
れることは明らかであ
り、より一層の増額が必
要と考える。

運営費交付金の持続的
な削減を背景に、国立
大学法人における教
育・研究環境の劣化は
著しいものがあり、事務
系、教員系を問わずそ
の悩みは大きい。この
ままでは、我が国が掲
げる科学立国を支える
人材の確保と育成に大
きな支障を来し続けるこ
とは自明であることか
ら、本施策のより一層
の推進が必要と考え
る。

6837
民間
企業

40～
49歳

国土
交通
省

28001 高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測

このまま
推進す
べき

推進するべきである。

・GPSの精度向上させる
補正信号を発信するこ
とで、より正確な位置測
定ができるようにもな
る。（万が一、アメリカの
GPSに何かあった時の
備えにも繋がります） 
・将来的には世界各国
の（位置測定のための）
衛星の信号を統一しよ
う、という動きがある
が、先を読んでGPS信
号との共通化や相互運
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位技術の開
発

用性の確保も行ってい
る。 
・このプロジェクトを成功
させ、世界に広げていく
→日本のシステムが世
界標準になる → 外貨
獲得のチャンス

6838

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

テニュアトラック普及・定
着事業を大いに進める
べきである。研究者が
長期的なビジョンで自
身のキャリアや研究計
画を考えられるようにな
り、利点が多くある。

意欲・能力のある若手
研究者が任期付きのポ
ストに就けたとしても、
次のポストを得るため
にまた時間や労力が割
かれる。何より不安定な
将来への不安から、研
究を続けることをやめて
しまう者が少なからずお
り、非常に残念である。

6839

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

現在、審査における審
査員、特に第二段の審
査、面接審査には高名
な50～70くらいのばかり
である。 
一段だけでなく二段の
面接にも30代前半～40
代前半程度の助教・講
師レベルの審査員を総
数の半分程度含めるべ
き。

科学研究、特に基礎研
究においては多様性と
新奇性の確保が極めて
重要である。多様性と
新奇性を十分に評価で
きる能力は年齢とともに
衰え視野が狭くなりがち
なのが常。大学教授で
もそれは例外ではな
い。真に重要な多様性
と新奇性を有する研究
を発掘するには、審査
に新進気鋭の若手を含
めることが重要。また日
本の科学研究費は大ボ
スを中心とした政治的
配分の比率が多いと一
般的考えられている。そ
の弊害も多大。それを
抑止する意味も。

6840
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

インターネットに代表さ
れるネットワークで処理
される情報量の急速な
増大に対し、それらネッ
トワークの大容量化と
省電力化は喫緊の課題
である。そのために超
高速光送受信技術や信
号処理技術の開発が必
須となる。国内の通信イ
ンフラの充実、国内メー
カの国際競争力強化、
ひいては環境問題への
貢献等を実現するた
め、上記の研究開発を
政策レベルで推進する
必要がある。

超高速光エッジノードの
研究開発は、国内イン
フラの充実による国民
生活の利便性の向上の
ため強く推進が望まれ
る。また大容量・低消費
電力の光送受信器の実
装技術などを世界に先
駆け開発することによ
り、国内メーカの国際市
場における優位性を確
保することも可能にな
る。

超低速ミュオンは，日本
で生まれ，日本で育っ
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6841

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCは，基礎研究
から産業応用まで幅広
い研究分野で日本が国
際的なリーダーシップを
とれる重要な施設であ
り，この施設性能を最
大限に発揮できる施設
整備と運用を推進すべ
きである．特に，人類未
踏の超高尖端強度ミュ
オン源によってのみ初
めて実用化可能となる
「超低速ミュオン源」を
早急に着工し，ミュオン
研究の世界拠点形成を
はかることが強く望まれ
る．

た夢のビームであり，世
界初のミュオン顕微鏡
による物質生命の機能
研究はもとより，基礎物
理から産業応用まで，
世界から大きな期待が
寄せられている．超低
速ミュオンには，国際評
価委員会とJ-PARC全
分野の利用者コミュニ
ティ（利用者協議会）か
ら最優先整備課題と提
言されている．世界最
高強度を実現しながら
施設整備の遅れにより
放射化が進んで建設不
可能となれば，国費の
無駄遣いとなりかねな
い．

6842
その
他

60歳
～

総務
省

20108
ICTグリーン
イノベーショ
ン推進事業

このまま
推進す
べき

ぜひとも推進すべきで
ある。

自動車産業では、ハイ
ブリッドカーや電気自動
車などのエコ化技術の
研究開発がされている
のに対し、情報通信技
術での目立った動きは
聞こえてこない。本事業
を通して情報通信分野
においても積極的な技
術開発を行うための援
助を続けていくべきであ
る。

6843

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー計
画やJ-PARCなど、日本
が世界をリードしてい
る、先端加速器技術を
ベースにした、特に基礎
科学を主体にした、研
究計画は、予算の充当
に値するプロジェクトで
ある。

これらの技術やそこで
行われる研究が、日本
が、世界に貢献できる、
重要な分野であること。
基礎科学の発展があっ
て、応用分野の発展が
期待できること。先端加
速器技術自身が、日本
の基礎的な技術の集大
成であり、広い裾野の
発展が期待できること。
特に、日本の基礎力の
原動力にもなること。若
い世代の、育成にとっ
て、非常に重要な計画
であることなど、理由は
いくらでも挙げられる。 
 内容に関して言えば、
宇宙でどのようにして、
我々の体を構成してい
る様々な元素が作られ
たかという、謎を解く重
要な研究であるからで
ある。

国内において本年より
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6844
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20006

ホワイトスペ
ースにおける
新たなブロー
ドバンド アク
セスの実現
に向けた周
波数高度利
用技術の研
究開発

このまま
推進す
べき

開始予定のLTEに代表
されるワイヤレスブロー
ドバンドアクセスは大き
な需要が見込まれてい
るが、LTEに割当て可
能な周波数帯域は非常
にひっ迫している。ホワ
イトスペースの有効利
用技術の研究を推進
し、ワイヤレスブロード
バンドアクセスに利用可
能な帯域の創出を図る
べきである。

ホワイトスペースを有効
活用するためには本施
策で掲げられたようなセ
ンシング技術や周波数
の動的管理技術、それ
にダイナミックスペクト
ルアクセス技術の確立
は不可欠であり、国内
の状況を見た場合に施
策の実施は急務である
と考えられる。

6845

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

 国立大学法人等にあ
っては、独創的・先端的
な学術研究を推進する
なか、我が国の高等教
育と学術研究の中核を
担う使命があり、その教
育研究を支える基盤と
して、全国的にも均等
のとれた施設整備の推
進が求められる。

 大学等は、我が国の
教育及び学術研究の根
幹を支えるものであり、
将来にわたる社会の発
展の基盤を構築してい
くものである。また地域
の教育、文化、産業等
の基盤を支えてきてお
り、生涯学習社会の実
現や、地域社会の活性
化に貢献していると思
われます。 
 現在各国立大学法人
化は、法人化のメリット
を活かすたに、基盤とな
る施設整備の機能充実
が求められていると考
えます。

6846
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

新世代ネットワーク基盤
技術として、ネットワー
クノードの仮想化技術
はこれの研究開発を積
極的に推進すべきだと
考えます。

 ICT分野における日本
の優位性を確保するた
めには、この分野に重
点的かつ継続的な予算
配分が必要と考えま
す。 
 ネットワークノードの
仮想化は、ノードのネッ
トワーク資源（リソース）
を論理的に分割し、複
数のネットワークに配分
することができるため、
最適なリソース配分を
行うことが可能となるた
めです。ネットワークノ
ード内に複数のネットワ
ークを同居させることが
できるため、設備の集
約を図ることができま
す。また、動的にネット
ワーク資源を配分でき
るようになれば、過剰な
設備投資を抑え、省電
力化にも寄与すること
ができると考えるためで
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す。 

6847

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

幅広い分野の研究を支
援する科学研究費補助
金の制度は、我が国の
科学・技術力を支える
のに必要不可欠なもの
である。競争的研究資
金制度の改革等によ
り、日本の基礎科学研
究力の向上につながっ
たと考えている。また、
若手の研究を幅広く支
援するために若手研究
の採択率を上げる試み
は高く評価する。

研究者の知的好奇心・
探究心に根ざした知的
創造活動を長期で支援
することが、将来の人類
共通の知的財産を生み
出すことにつながると考
えている。若手の基礎
研究を支える制度は
質･量ともに充実しつつ
あり、研究水準は着実
に向上している。

6848

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム 

このまま
推進す
べき

熱帯病、感染症の現場
で、その国の研究者と
一緒に、研究を通して
問題を解決していくため
に重要な現地拠点の維
持、研究活動の支援の
制度であり、着実な予
算確保が必要である。

熱帯病、感染症への対
策には、国際共同研
究、特に病気のある現
地でその国の研究者と
一緒に進めていくことが
重要であり、今、それぞ
れの地域の人たちの信
頼を得て具体的な活
動、成果を期待できるよ
うになってきている。もう
しばらく拠点の研究活
動を支援、向上させて
いくことが、国際的な研
究支援を独自に得て研
究を推進できるようにな
るためにも必要である。

6849
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27130
水素先端科
学基礎研究
事業

このまま
推進す
べき

 燃料電池自動車
（FCV)の普及は２０１５
年より開始される予定
であり、そのためにFCV
の市場投入前に水素イ
ンフラ（水素ステーショ
ン）の事前整備が考え
られています。 
 これらの普及を促進
するためには、高圧水
素下での安全性、信頼
性を確保した上での、
製造コスト低減や規制
見直し等が必要と考え
られています。 

 本事業では、高圧水
素条件下での使用鋼材
の水素脆化特性や脆化
メカニズムの解明、水
素の基本物性等、基礎
的、基盤的な広範囲の
データを採取すること
で、低コスト化のための
使用可能鋼材種の拡大
や規制見直しや国際標
準化を図ることが可能
になると考えられていま
す。 
 このような基礎的、基
盤的広範囲のデータ採
取と材料の水素脆化特
性や脆化メカニズムの
解明は本事業でなけれ
ば難しく、非常に重要、
有用であると考えられ
ています。

文部 このまま

遺伝暗号の違いをもと
に病気の原因、副作用
の原因などを明らかに

現在、病気に苦しんで
いる人はもちろんのこ
と、原因が究明されてい
れば病気の予防処置と
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6850
民間
企業

30～
39歳

科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

推進す
べき

して、新しい治療薬や診
断薬を開発することはこ
れからの社会に必要不
可欠だと考えておりま
す。

して行う事もできると聞
いております。莫大な医
療費の軽減の為、また
人としての幸せの為必
要ではないでしょうか

6851
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発

このまま
推進す
べき

本施策に関しては、「石
油の高度利用」に資す
る重油の高度分解技術
開発を、ベンチスケール
レベルから新たなステ
ージとして製油所プロセ
スデザインレベルまで
踏み込んだ「実証化プ
ロセス開発」を行うこと
に、従来にない大きな
前進を見出し得るもの
と期待されるものであ
る。本結果は、わが国
の重質油処理への対応
として幅広く普及可能な
ものとなり、わが国のエ
ネルギー安定供給に強
く貢献するものである。
従って本技術開発は積
極的に推進すべきもの
と考える。

重質油高度分解プロセ
ス開発は、難反応性原
料（特に重質残油等）の
反応性の改善を原料の
最適化混合等および触
媒開発およびプロセス
技術を組み合わせるこ
とによって実現する取り
組みである。この技術
の基盤となるのは、難
反応性物質を触媒上に
いかに劣化物質を作ら
ずに反応させるかであ
り、従来にない高度な
技術開発に挑戦するも
のであり、エンジニアリ
ング要素を含む総合的
な技術開発テーマであ
る。従って、実証化試験
および触媒開発要素等
が本技術開発に必須も
のであり、本施策は積
極的に推進すべきもの
とすべきである。

6852
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24006

ライフサイエ
ンスデータベ
ース統合推
進事業（仮
称）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

ライフサイエンスデータ
ベース統合推進事業は
今後の医科学研究にと
ってこの上ない国の財
産を構築するものと思
う.事業の推進に当り、
【施策番号24011 リサ
ーチ・アドミニストレータ
ーを育成・確保するシス
テムの整備】のような人
材育成、ならびに実施
機関における施策意義
の徹底をはじめに検討
しておくべきである.

長期にわたる事業で成
果が見えづらい事業は
継続していくにつれ、衰
退していく傾向が懸念さ
れる.事業の目的を継続
的に啓蒙していく社会
的な努力と携わった人
材が「国の財」と成るよ
うな意義も並行してもた
せていくことで事業の衰
退を避けうると考える.

6853

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

農林
水産
省

26104
新農業展開
ゲノムプロジ
ェクト

このまま
推進す
べき

飼料用米、小麦、大豆
等の植物について、早
急にゲノム情報を獲得
するとともに、品種改良
等の技術に向けた道筋
を明らかにするために
必要であろう。 
 学術誌では、多くの生
物種のゲノムシーケン
ス結果が報告される時
代となっており、その結
果を活用した産業育成
を進める上でも今後の

国際的な食料問題や近
年の気候変動（酷暑、
冷夏、長雨等）に対応し
た品種の育成の基盤と
なるような研究開発は
着実に行う必要があ
る。

15



基盤となる事業は早急
に進めるべきである。

6854

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

グローバルCOEプログ
ラムは、世界最高水準
で活躍することができる
独創的な人材育成に寄
与し、日本の大学院の
教育研究活動において
重要な役割を担ってい
る。これまで、主に言語
が壁となって、特に人文
社会系の領域では日本
の研究が世界に発信さ
れることが十分になされ
てこなかった。日本の学
術研究のグローバル化
を一層強化するため
に、本プログラムは推
進されるべきである。

グローバルCOEプログ
ラムの目的は、国際的
に活躍することのできる
若手研究者の育成であ
る。大学院生は、国際
シンポジウムへの参
加、海外派遣などの教
育プログラムを受けるこ
とができる。この目的ゆ
えに短期的な成果をあ
げることは難しいが、現
在の大学院生が上記の
教育プログラムを通じて
優れた博士論文を執筆
し、若手・中堅の研究者
として活躍する頃には、
世界の学術研究をリー
ドするという形で成果が
あらわれることが期待
できる。そのため、本プ
ログラムは推進される
べきである。

6855

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

国土
交通
省

28101

気候変動に
対応したゲリ
ラ豪雨（局地
的大雨）対策
に関する研
究

このまま
推進す
べき

昨今の局地的大雨の発
生は、俊洪水など様々
な被害をもたらしてお
り、これらを研究し、予
測、被害の低減に資す
る設備の設置などは、
社会インフラとして重要
であるため、積極的に
推進すべきである。

気象予測は、国民生活
の安全、安心を支える
一種の社会インフラとし
て重要なものであり、そ
の高度化は必要である
が、民間投資によって
維持されづらいものでも
あるため、政府が積極
的に投資すべきもので
ある。

6856

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大型プロジェクトに対す
る支援が多い中、基礎
研究基盤に対する支援
は必須と考える。

特に昨今、若手に対す
る支援が多く、中高年
の研究者の資金が枯渇
している。多くの経験を
もつ中高年の研究資金
に対する研究資金を提
供すべきと考える。

6857

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公

20～
29歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）

このまま
推進す
べき

多様な計算機ユーザー
と計算機資源提供者が
一同に会することの価
値はとても大きい。しか
し、現状存在する計算
機を従来の方法で使う
ことばかりに終始しては
ならない。HPCIの人材
基盤／人材交流によっ
て、計算機ハードウェア
や計算アルゴリズム、プ

人間の心はともすれば
習慣にしたがいやす
い。現状では、計算機
のプログラムを書く人達
と、プログラミング言語
を設計する人達、ハード
ウェアを設計する人達
などの接点がまばらで、
おたがいに道具が改良
できることを知らず、か
ならずしも便利トは言え
ない旧来の道具がその
まま使われ続けてい
る。スーパーコンピュー
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設試
等）

の構築 ログラミング言語などに
イノベーションを起こしう
るし、それを引き起こす
ための広い視野をもっ
た研究行動を常に意識
せねばならない。

ターが進歩し、複雑にな
るにしたがって、多くの
人が協力し、あるいは
広い知識をかねそな
え、道具を改良していく
こと、新しいプログラミン
グパラダイムを生み出
していくことの重要性が
増している。

6858

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等が持続的に成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化となる。また、
大学附属病院において
は質の高い医療を提供
するためにも、本事業
は極めて重要である。

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題がある現在の建物の
改善、高度化・多様化
する教育研究活動に必
要な新たなスペースの
確保。また、地域医療
の最後の砦となる大学
附属病院の再生を行
い、高度先端医療等の
提供を行うことは、国民
にとって有益なことであ
る

6859

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

最近、自治体との包括
連携協定や企業との受
託研究・共同研究契約
を締結する大学の動き
を芽にする機会があり
ます。 
大学に埋もれているシ
ーズを学外に向けて発
信したり学外に散在す
るニーズをキャッチして
シーズと結びつけること
により新たな技術や製
品が生み出される可能
性がある。産学官を効
率的にコーディネートす
る産学官連携コーディ
ネーターの存在意義は
大きいと思われる。 

社会貢献・地域貢献を
大学の目標とするなら
ば、知の拠点である大
学で発生したシーズを
活かして産業界や地域
の発展に貢献すること
が肝心である。

6860

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

事業の目的はもとより、
事業の実施体制や年間
スケジュール等に関し
て詳細にわたり制限な
いしは条件を付加され
ることが多い。もう少し
条件を緩和した補助事
業とする方が、より投資
効果が高くなる。

事業費採択にあたり、
事務局ならびに審査員
からの多くの要求があ
り、それらが事業の円
滑な実行に支障をきた
したり、担当する研究機
関に大きな負担をかけ
ることになって事業全体
の成果を下げることに
なる。

SPring-8/LEPS では核
物理の研究をしている。
この実験施設は世界的
に見てもユニークであ
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6861

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24178
大型放射光
施設
（SPring-8）

このまま
推進す
べき

SPring-8 の放射光は世
界最高レベルのもので
あり、この施設でしか出
来ない研究が多くある。
生命科学、物質科学、
地球科学、環境科学、
医学や産業、核物理な
ど、多種多様な研究が
行なわれており、56もの
ビームラインが使用さ
れ、多くの成果が報告さ
れいる。今後もより多く
の成果が期待されてい
るので、是非推進して
ほしい。

り、このビームラインで
しか出来ない研究が多
くある。2003年には、5
つのクォークから構成さ
れるペンタクォークの存
在が報告され、世界の
物理学者に大きな衝撃
をもって迎えられた。こ
の発見後、ペンタクォー
クの研究は世界の多く
の研究グループで盛ん
に行なわれるようになっ
た。SPring-8/LEPS グ
ループでは現在も精力
的に核物理の研究が行
なわれ、今後も世界をリ
ードした成果が期待さ
れている。SPring-8で
は、このような基礎研究
も盛んに行なわれてお
り、日本の貴重な知的
財産となるので、推進
すべきである。

6862

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

生命科学の研究は，競
争が激しく，ここの研究
者は、個別の研究に没
頭しがちである。そのた
め、そん研究をささせる
材料である、リソースに
は無頓着になりがちで
ある。しかし、実際に
は、ユニークな材料や、
十分品質保証された材
料等の供給が保証され
て始めて、研究が成り
立つ。その供給を、諸
外国に頼っていたので
は、日本の研究の独立
が危ぶまれます。

生命科学の研究は，競
争が激しく，ここの研究
者は、個別の研究に没
頭しがちである。そのた
め、そん研究をささせる
材料である、リソースに
は無頓着になりがちで
ある。しかし、実際に
は、ユニークな材料や、
十分品質保証された材
料等の供給が保証され
て始めて、研究が成り
立つ。その供給を、諸
外国に頼っていたので
は、日本の研究の独立
が危ぶまれます。

6863

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

近年、光関連技術（特
に光通信、レーザー関
連）開発において、日本
が他国の後塵を拝する
ようになりつつあること
に、非常に大きな危機
感をもっている。フォトニ
ックネットワーク技術の
面で、日本が主導権を
もって世界をリードして
いくため、この施策は非
常に重要である。

10倍/4年のペースで増
大している情報通信需
要に対応するために
は、より大容量伝送が
可能な光ファイバが求
められている。１つの解
決策として、空間多重
通信が可能なマルチコ
ア光ファイバが期待され
ている。この技術を世界
に先駆けて実用化する
ことは、日本が光通信
分野で主導権を握って
いくために重要なことで
ある。

国立大学法人等の施
設・設備については、数
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6864

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等の施
設・設備は老朽化が進
んでおり、安全・安心が
確保されていない施設
も存在する。

次にわたる年度計画に
基づき、現在ニーズに
則した改築や改修が順
次なされているものの、
未整備施設も多数存在
する為、今後も推進す
る必要がある。本事業
の継続により、施設とし
ての安全・安心の確保
はもとより、高度化・多
様化する教育研究活動
の実施に必要不可欠な
基盤が確保できるもの
である。

6865

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24019

数学・数理科
学と他分野
の連携拠点
形成支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

この政策は数学とその
周辺分野の発展にとっ
て重要であると思いま
す。

大学のセミナーで数学
と他分野への応用、関
連性を聞き、この政策
は重要だと思いました。

6866

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

国土
交通
省

28101

気候変動に
対応したゲリ
ラ豪雨（局地
的大雨）対策
に関する研
究

このまま
推進す
べき

昨今の局地的大雨の発
生は、俊洪水など様々
な被害をもたらしてお
り、これらを研究し、予
測、被害の低減に資す
る設備の設置などは、
社会インフラとして重要
であるため、積極的に
推進すべきである。

気象予測は、国民生活
の安全、安心を支える
一種の社会インフラとし
て重要なものであり、そ
の高度化は必要である
が、民間投資によって
維持されづらいものでも
あるため、政府が積極
的に投資すべきもので
ある。

6867

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命 分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき。増
額が望ましい。

ライフサイエンスを支え
る基盤技術のうち、必
須であるにもかかわら
ず、費用対効果が低い
ため、推進を支援しなけ
れば他の多くのライフサ
イエンスの進行に支障
がでる。

6868

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究を進める上で研究
費は必須であるので、
是非、このまま推進す
るべき。研究費の使い
方については、年度を
越えて費用を移せる、
余った場合に返還でき
る、というようにした方
がいい。審査内容につ
いてはより透明化すべ
き。 

研究・開発は計画通り
に進まない場合もある
が、年度末に研究費を
(無駄に)使い切らなけ
ればならず、問題であ
る。研究費の移動、返
還に柔軟に対応できる
よにすべき。その研究
が承認された理由、却
下された理由などを明
確に公表し、またその
成果についても広く公
表することで、制度利
用・審査内容の透明化
をすべき。
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6869

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

この加速器は世界最高
の性能を持ち、世界中
の様々な分野の研究者
から待望されていたも
のである。完成した施
設を有効に利用できる
ように十分な運転時間
を確保すること。また、
拡張計画を早期に実現
し、日本がこの分野で
世界を確実にリードする
べきである。

J-PARCで行うことは、
基礎科学から産業利用
などの応用までふくめ
た幅のひろいものであ
り、装置の性能やカバ
ーする分野の裾野の広
さなど世界唯一といって
もよいものであり、これ
を推進することにより、
世界から注目されるだ
けでなく、文化や手法の
違う研究分野の融合や
国際協力などでのシナ
ジー効果が期待でき
る。

6870

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

若手Ａ・Ｂの採択件数の
増加が望まれる

近年の大学・法人の予
算減によって、組織全
体の予算減が顕著であ
り、研究活動の制限が
以前よりも強くなってい
る。特に意欲ある若手
研究員の研究が停滞す
ることは組織全体にとっ
ての研究活動の低下に
大きく影響する。そのた
めに若手Ａ・若手Ｂの採
択件数を増加すること
を希望する。

6871
その
他

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

アメリカに勝ち、国際競
争力をつけ、日本が世
界をリードするために
は、広域かつ高速な実
験ネットワークは必要だ
と思います。優秀な人
材育成の場にもなると
思います。

アメリカに勝ち、国際競
争力をつけ、日本が世
界をリードするために
は、広域かつ高速な実
験ネットワークは必要だ
と思います。優秀な人
材育成の場にもなると
思います。

6872
民間
企業

20～
29歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（Ｊ－ＰＡＲＣ）

このまま
推進す
べき

J-PARCは世界に誇れ
る規模の加速器施設で
あり、今後の新たな技
術躍進の為に必要であ
ります。 
また、日本にて加速器
施設を発展させていくこ
とにより世界トップレベ
ルの技術を確保してい
ることの証明にもなると
いえます。

この加速器施設による
研究により新たな物理
特性などを発見すること
が可能であり、その成
果により医療技術、材
料技術、エネルギー技
術など多くの発展が見
込めるといえます。 
このことからも現施設に
よる研究の支援をお願
いしたいと思います。

6873

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

高齢者・障がい者（チャ
レンジド）の社会参加の
ためのBMI技術は最後
まで推進すべき

中途半端なBMI技術で
終わってしまうと、その
技術を障害者に強引に
推進させることに繋がる
可能性がある。 
その結果、障害者によ
り苦痛を与えかねない
からである。
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6874

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24131
ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業

このまま
推進す
べき

ポストゲノム解析の中
心はタンパク質などの
生体高分子の機能解析
であり、その中核をなす
本政策については更な
る推進を図るべきであ
る。

本事業により整えられ
た生体高分子の大量調
製法は世界中のどの施
設よりも優れたものであ
り、本政策事業をさらに
推進することによる日
本の科学技術および産
業への貢献は大きいと
考える。

6875

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24184

大学等産学
官連携自立
化促進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

産業界は新技術にて安
心、安全の社会システ
ムを提供している。しか
し、社会システムは複
雑化しており、企業にお
いてはこれまでの延長
線上の研究開発では社
会要求には対応できな
い状況である。大学等
の研究成果を複合的に
組み合わせ、企業は社
会ニ－ズにマッチしたシ
ステムが提供できるシ
ステムの強化が必要で
す。産業界と大学は今
後益々関係を深め、効
率的な連携を強化する
ことにより、長期的な研
究開発も可能となり連
携活動の自立化が図れ
る。

新技術の展開は地域、
業界に合った手法が必
要であり、状況を良く理
解した者が大学の研究
者と企業間を調整し、連
携をスム－スに進める
には、産業界を熟知し
た人材の設置が必要で
す。 
ニ－ズにマッチするシ
－ズを提供できる環境
を進めることにより、相
互の信頼感が増した自
立化した産学連携が実
現できる。

6876

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

ぜひとも推進すべき課
題であると考えます。

J-PARCは中性子、ミュ
ーオン、ニュートリノなど
の多彩な研究対象を用
いることで、幅広い学問
の発展のみならず産業
応用への研究開発を推
進します。世界最強度
の陽子加速器を用いる
ため、世界レベルの研
究成果期待されます。
研究者の多様な興味を
掬いあげ、萌芽的な研
究を発展させる場として
の役割も期待され、日
本独自の研究を育てる
ことにも寄与すると考え
ます。

大学・
公的
研究
機関 20～ 文部 特別研究員 このまま

優秀な若手研究者が研
究活動に専念できるよ
うに経済的に支援する
特別研究員事業は、経
済的な不安を感じること
なく研究者を志望できる

研究者は他の職種に比
べて安定したポストを得
るのが遅いため、安定
したポストを得る前の若
手研究者にとって特別
研究員という制度は大
変重要である。若手研
究者が研究活動に専念
し、十分に能力を発揮
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6877

（独
法・公
設試
等）

29歳 科学
省

24141

事業 推進す
べき

ようにし、若手研究者に
よる研究活動を促進し、
優秀な研究者を育成し
て科学技術を発展させ
るために極めて重要で
あり、推進すべきであ
る。

するためには、経済的
な不安を感じさせない
ための経済的支援が必
要である。また、裕福で
はない優秀な人物に研
究者を目指す機会を与
えるためにも、特別研
究員事業は必要であ
る。

6878
民間
企業

40～
49歳

国土
交通
省

28001

高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測
位技術の開
発

このまま
推進す
べき

推進するべきである。

・GPSの精度向上させる
補正信号を発信するこ
とで、より正確な位置測
定ができるようにもな
る。（万が一、アメリカの
GPSに何かあった時の
備えにも繋がります） 
・将来的には世界各国
の（位置測定のための）
衛星の信号を統一しよ
う、という動きがある
が、先を読んでGPS信
号との共通化や相互運
用性の確保も行ってい
る。 
・このプロジェクトを成功
させ、世界に広げていく
→日本のシステムが世
界標準になる → 外貨
獲得のチャンス

6879

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143
グローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

学生やPDをサポートす
る上で重要である

近年，PDを取り巻く環
境は厳しく，博士号を取
得後，常勤の研究職に
なれることは少ない．そ
のため，必要である

6880

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24127
発生・再生科
学総合研究
事業

このまま
推進す
べき

再生医療はこの数年長
日の進歩を遂げたが、
実質的な実現のために
はまだ克服すべき多く
のハードルがある。特
に、再生医療がヒトとい
う生物を対象にする以
上、生命現象という複
雑なシステムへの統合
的な理解が進まなけれ
ば克服できない問題は
多い。そのためには、発
生と再生の研究を統合
的に推進することが望
ましい。本施策はそのよ
うな目的に最もかなうも
のである。

意見の欄にも述べた通
り、再生医療を発展させ
て行くためには、その応
用面だけを強化するだ
けでなく、発生のしくみ
の解明を進めることが
不可欠であり、その両
面をバランス良く推進す
る総合的な施策が必要
である。

大学・ 未利用周波
ミリ波帯は超高速伝送
が期待されるが、実用
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6881

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20118

数帯への無
線システムの
移行促進に
向けた基盤
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

推進すべきである。

化の進んでいない分野
で、通常の無線通信と
光通信とのスムーズな
連携を図り、今後の通
信インフラる上で国とし
て実用化を促進する必
要があるため。

6882

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20112

ユニバーサ
ル音声・言語
コミュニケー
ション技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

国際競争力を持った極
めて有益性の高い技術
が本施策によって育っ
ている．より一層の推
進，発展を期待する．

情報通信のインフラが
社会の隅々まで定着し
た今日，単なるデータの
流通だけでなく，情報の
加工，集約によって付
加価値を創出する技術
の研究開発が喫緊の課
題になっている．「情報
戦争」に喩えられるよう
に，情報を制することが
できるかどうかが社会・
産業のあらゆる活動の
生命線になり，情報伝
達・蓄積の最重要なメ
ディアが言語であること
を考えれば，上の意味
で言語コミュニケーショ
ン技術の研究開発の重
要性は論を待たない．
欧米先進諸国さらには
新興国がそろってこの
研究領域への投資を拡
大している今日，本施
策のより一層の規模拡
大は技術立国として生
きる我が国にとって喫
緊の要請であると考え
る．

6883

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

（１）基盤研究(C)を拡充
するのは、賛成である。
採択率と研究費の両方
の増加をしてほしい。 
（２）昆虫の分野の拡大
を増やして欲しい。 
（３）社会貢献への研究
費（ひらめきときめきサ
イエンス） 
を拡充して欲しい

（１）現在、運営交付金
が削減され、学生の研
究指導に対するお金は
ほとんどないのが現状
である。年間200万前後
でよいので、 
常に研究を行うための
費用が必要である 
（２）昆虫の分野は、企
業などの資金援助を得
るのが難しい。 
しかし、ミツバチの問
題、害虫駆除、中学生
小学生の生物教育に
は、必要である。そのた
めこの分野を拡充して
欲しい 
（３）ひらめきときめきサ
イエンスを2度実施した
が、 
研究費が少ないため
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に、サイエンスの面白さ
を伝えきることが 
出来ない。

6884

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24142

大学院教育
改革推進事
業のうち、組
織的な大 学
院教育改革
推進プログラ
ム 

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

単に教員や大学が学際
的なセミナーの主催す
るだけではなく、支援を
受ける学生自身がセミ
ナーを主催したり、また
リトリートなど他の大学
院生と交流する機会を
増やすようなシステム
の導入等を図ったり、同
一大学内の他研究科、
他大学の同一研究科等
で交流できるような機会
を増やすことにも改革プ
ログラムが役立てばよ
いと思う。見かけ上のカ
リキュラム再編だけで
はなく、人材の育成がし
っかりとできる大学院教
育を支援してして欲し
い。

博士課程修了生の就職
難がとりざたされ、博士
号取得者への社会的評
価が低いこともあるが、
現在の不況では高校卒
業者から就職難が続い
ており、学部から修士、
修士から博士と就職で
きずに進学したものが
増加する可能性があ
る。ここでしっかりと大
学院教育を行ない、人
材の育成に努めなけれ
ば更に社会的評価が低
い博士課程修了者を増
やすだけとなってしまう
可能性も高い。現在の
博士課程では、人材育
成は各研究室に任され
ているのが現状であり、
大学院生自体が研究室
にこもりがちになってし
まうこともあるため、逆
に「単位」の名のもとに
博士課程在学中からの
人材交流の機会を増や
すことで、学際的な人材
の育成が行えるのでは
ないか。また、学生自身
が主体的に取り組むこ
とで、社会性を育むこと
にも一役かうのではな
いかと思う。

6885
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20102
超高速光エッ
ジノード技術
の研究開発

このまま
推進す
べき

基幹網と加入者を結ぶ
エッジノードの高速大容
量化・低消費電力化を
実現するために、当該
技術開発を実施するこ
とにより、国際標準化獲
得、国際競争力強化を
図るべき。なお、実施に
際しては、当該分野は
欧米との激しい競争に
晒されているため、産を
中心に分担・連携して
推進するとともに、官に
よる短中期的に大規模
な支援が不可欠であ
る。

インターネットのトラヒッ
クは年1.4倍で伸び続
け、今後のICT利活用
の拡大により、さらに増
大すると考えられ、ネッ
トワークの高速大容量
化が求められているた
め。また、高速大容量
化とともに、それを省電
力に実現することが求
められているため。さら
に、当該分野の技術開
発は、欧米でも国家プ
ロジェクトとして大規模
かつ継続的に推進さ
れ、激しい技術開発・標
準化競争が展開されて
いるため。

薬剤反応が個人個人で
違うという現実があり、
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6886

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

その背景に体質（遺伝
子）が関係しています。
「副作用が出る可能性
がある」と事前に説明し
ていても、副作用が出
ることに不満を訴える患
者は多数います。本プ
ロジェクトの成果とし
て、ワーファリンの投与
量の設定、抗がん剤の
副作用発現SNPの特定
があり、これらは今後の
医療の発展に繋がるも
のと期待されます。さら
なる医療水準の上昇に
は必要不可欠なプロジ
ェクトであり、推進すべ
きと考えます。

本研究により、個人個
人に最適な治療方針を
選択することができるよ
うになり、結果として医
療費の抑制に繋がると
考えられます。 
治療効果を適切に予測
できる医療が求められ
ており、このプロジェクト
により多くの恩恵をもた
らすことできるのではな
いでしょうか。 
１０年後の医療水準を
底上げしてくれるのはこ
うした研究であると考え
ます。

6887

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

生命科学の研究は，競
争が激しく，ここの研究
者は、個別の研究に没
頭しがちである。そのた
め、そん研究をささせる
材料である、リソースに
は無頓着になりがちで
ある。しかし、実際に
は、ユニークな材料や、
十分品質保証された材
料等の供給が保証され
て始めて、研究が成り
立つ。その供給を、諸
外国に頼っていたので
は、日本の研究の独立
が危ぶまれます。

生命科学の研究は，競
争が激しく，ここの研究
者は、個別の研究に没
頭しがちである。そのた
め、そん研究をささせる
材料である、リソースに
は無頓着になりがちで
ある。しかし、実際に
は、ユニークな材料や、
十分品質保証された材
料等の供給が保証され
て始めて、研究が成り
立つ。その供給を、諸
外国に頼っていたので
は、日本の研究の独立
が危ぶまれます。

6888

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20115
先端ICT技術
に関する研
究開発

このまま
推進す
べき

情報を生活・生産・教
育・福祉で安価・大量に
利用する新時代には新
システムの開発が必要
であるが、在来技術の
連続的改良には限界が
ありブレークスルーとな
る革命的要素技術の必
要性は歴史が教えてい
る。新世代情報システ
ムに責務を持つ国立研
（NICT）がシステムを意
識しつつ革新技術（量
子；光電子；バイオ）の
厳選テーマに取り組む
ことで、世界水準を追い
抜く成果が出つつある。
拡大的に継続すべきで
ある。

革新的要素技術の影響
力の１例として情報セキ
ュリティーについて述べ
る。量子力学の不確定
性原理に立脚した量子
暗号技術は盗聴者の存
在を確実に検知できる
絶対安全性を保証する
が、その実現には物理
学、電子材料学、通信
工学、情報学の英知を
結集する必要がある。
国立研究所が内外の企
業・大学と連携して今秋
に東京都心で実施する
量子鍵暗号フィールド
実験で世界トップとなる
ことが予想されている。

上記の理由は既に多く
の実績で証明されてい
る．ノーベル賞受賞者
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6889

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金は，
日本における民間企業
も含めた大学研究機関
の基礎研究活動の生命
線ともいえる資金となっ
ている．特に基礎研究
においては，ボトムアッ
プ型の研究提案をサポ
ートすることが重要であ
が，科学研究費補助金
を除いてそのような研
究をサポートする物が
日本においては殆どな
い．研究の芽を育てるこ
とによって，ノーベル賞
級の研究や日本の基幹
産業の元となる研究が
育ち，戦略的な研究施
策が描けるようになる．

の研究，カーボンナノチ
ューブやiPS細胞等，多
くの研究の萌芽期は科
学研究費補助金によっ
て支えられてきた．科学
研究費補助金による基
礎研究が，研究室を飛
び出して日本国にもた
らした経済効果の正確
な数値は持ち合わせて
いないが，技術立国で
あるからにして現在富
をもたらしている多くの
技術がこの補助金によ
る基礎研究からスタート
していると考えても自然
であろう．また科学研究
費補助金では，若手支
援のための仕組みが多
くある．次代を担う研究
者を資金面から支援す
る必要もある．

6890

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

科学技術立国日本の将
来を担う優秀な若手研
究者を育成するため
に、極めて大事な政策
であり、積極的に推進
するべきと思います。日
本の大学・大学院教育
の質の向上及び先端研
究開発に直結するもの
で，将来に渡って、非常
に効果的な投資となりう
ると考えられます。

資源のない日本はこれ
までもこれからも科学技
術立国として生きていく
しかないというのは国民
の共通認識だと思いま
す。将来の成長、明る
い未来、夢のある社会
を実現するためには、
大学における教育・研
究の充実は極めて大事
だと思います。日本の
将来を支える人材を養
成し、イノベーションの
基盤となる大学の教育
研究環境の整備・充実
は、日本の未来への投
資として必要不可欠で
す。

6891

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員は博士課程
に在籍中、あるいは修
了した若手研究員の誰
しもが応募するであろう
非常に著名な事業であ
ろう。この事業の特筆す
べき点は、若手研究者
自身の能力をいかんな
く発揮できる研究グル
ープを、研究者自身で
選択できる点である。

研究者自身が今後の研
究環境を選べることに
より、研究者は自身の
能力を多分に発揮する
機会が与えられ、また
受け入れ研究室側も採
用した若手研究者の活
躍により研究内容を前
進させることができる相
乗効果がこの事業によ
ってもたらされている。
日本国の研究活動の発
展のためには、本事業
はぜひともこれからも推
進されるべきである。

学術，特に基礎科学の
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6892

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

分野においては，情報
の交換や人的な交流は
重要である。コンピュー
タネットワークの発展と
ともに最先端の情報を
手に入れることは原理
的に可能になっている
が，あふれかえる情報
の情報ノイズのなかか
ら必要なものを手に入
れるためには人的交流
を基本とした国際交流
事業は重要である．

学術国際交流事業やそ
れに関連する施策に援
助された事業により，新
たな分野の開発にや進
展に貢献できる．また後
継者の育成にも重要な
役割を果たすことができ
る．

6893

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

RIビームファクトリー
は、不安定原子核に関
する実験を行い、原子
核物理学の研究を進め
るのに極めて重要な施
設である。この施設は
世界最先端のものであ
り、原子核物理学の分
野で世界を先導し、大き
な成果を上げるために
も、RIビームファクトリー
計画は推進すべきであ
る。

世界最先端の施設であ
るRIビームファクトリー
計画を推進することは、
原子核物理学の分野で
世界的に重大な成果を
上げることにつながり、
基礎科学の発展のため
に重要である。また、こ
の施設での研究が技術
革新につながる可能性
も期待され、長期的に
見て社会に貢献するこ
とも期待される。

6894
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20101

最先端のグ
リーンクラウ
ド基盤構築に
向けた研究
開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

クラウド関連技術の研
究開発は、これを積極
的に進めていただきた
いと考えます。

ICT分野における日本
の優位性を確保するた
めには、この分野に重
点的かつ継続的な予算
配分が必要と考えま
す。今般、クラウドによ
り様々なサービスをネッ
トワークを経由して利用
できるようになりつつあ
りますが、セキュリティ
の問題など、ネットワー
ク技術においても解決
すべき課題があり、これ
らの早期解決のために
は関連する研究開発を
早急に行うことが必要
だと考えるためです。

6895
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

低消費電力で高効率な
インターネット網の確立
は国家にとって重要な
課題であり、フォトニック
ネットワーク技術はその
ための必須技術と言え
る。総合科学技術会議
も「高速大容量通信網
技術・オール光通信処
理技術」を革新的技術
の一つに挙げており、
総務省やNICTのフォト
ニックネットワークに関

インターネットによる情
報通信量の急速な増大
に伴い、ネットーワーク
の大容量化とともに低
消費電力化も重要な技
術課題となっている。コ
ストを含めた海外メーカ
ーに対する競争力を保
持していくためには、各
企業単独ではなく、国
家による統合的な研究
開発の推進が必須であ
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する委託研究開発の更
なる加速が望まれる。

る。 

6896

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

国立大学法人等施設整
備については、安全性・
機能性のある施設であ
るとともに、国際的にレ
ベルの高い教育研究を
行うために、研究施設
等の充実をはかり、大
学等の特性を生かした
教育研究を推進し、産
官学連携により世界最
先端の開発等を行うこ
とが重要である。

大学等の施設は、まだ
耐震性の低い建物が多
く残っており、学生・教
職員の安全の確保が必
要である。施設の老朽
化も著しく、若手研究者
の育成の研究スペー
ス、最先端の研究行う
ための施設の充実とと
もに、早期整備が必要
だと考えられる。教育研
究の場として、海外から
の留学生の増加に伴
い、教育研究の環境の
充実も必要である。

6897
その
他

30～
39歳

総務
省

20004

脳の仕組み
を活かしたイ
ノベーション
創成型研究
開発

このまま
推進す
べき

このまま推進すべき。ま
だ精度に問題があるよ
うなので、この研究をさ
らに続け、正確に早く伝
達ができるように開発し
ていく必要があると思
う。

患者本人が第三者を通
してではなく、正確に早
く、直接考えを述べた
り、動いたりすることが
できれば、気を遣うこと
もなく本心で動くことが
できるようになる。それ
により、自立が出きるよ
うになる。また、これか
らは少子化により身内
も少なくなり、介護する
人が少なくなってくるの
で、そういった面でも、
自立ができるようになれ
ば生活範囲も広がるの
ではないか？ 

6898

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24140
RIビームファ
クトリー計画
の推進

このまま
推進す
べき

大規模な加速器 RIBF、
J-PARK、SPring-8 は
互いに異なる研究対象
をなし、これらが組み合
わさることで基礎科学
の大きな発展につなが
るため、政府の強力な
バックアップを望む。

RIBF の研究では未知
の元素の探索、さらに
は現世界の物質を成す
元素の支配法則におい
て世界最先端の研究を
行っている。これらの研
究は宇宙創生の秘密を
紐解く鍵にもなりえる。
このような研究は子供
たちに科学の面白さを
伝え、将来科学の研究
者の卵を育てることにも
つながると考えられる。

6899

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

世界において我が国が
リードしてきた素粒子物
理学をはじめとする基
礎科学の振興をよりい
っそう図るべきである。

世界における高エネル
ギー物理学は、CERN
（欧州）、FNAL（米）、そ
してアジアにおいては
KEKが拠点となって展
開されようとしている。
KEKBは世界最高性能
を達成し、ノーベル賞級
の実験を成功させた。
世界をリードする最先
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端拠点として発展させ
るべきである。

6900

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24183
地震・津波観
測監視シス
テム

このまま
推進す
べき

近い将来必ず起こると
予想されている巨大地
震の発生予測のために
は、掘削による地震断
層現場解析と，海底ケ
ーブルネットワークなど
を組み合わせた詳細な
地震断層の監視が必要
である。

このような事業ととも
に，国民への防災・減
災意識普及活動を実施
し，地震災害を減らすこ
とは，大きな国益になる
と考えられる。

6901

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学等が持続的な成
長・発展を遂げていくた
めには、イノベーション
により新たな価値を生
み出すことが必要不可
欠であり、教育力・研究
力を強化。大学附属病
院においては質の高い
医療を提供するために
も、本事業は極めて重
要であると思う。

豊かな人材養成や独創
的・先端的な学術研究
を推進するために安全
性(耐震等)・機能性に問
題のある既存建物の改
善、高度化・多様化する
教育研究活動に必要な
新たなスペースの確
保。そして、地域医療の
最後の砦となる大学附
属病院の再生を行い、
高度先端医療等の提供
を行うことは、国民にと
って有益なことである。

6902
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略- 【特別
枠該当施策】

このまま
推進す
べき

はやぶさ後継機が優先
度判定に上がっている
ことが間違っている。今
すぐにも実施する内容
である。

世界初の快挙をいくつ
も成し遂げたはやぶさ
は、小惑星探査はもと
より太陽系の起源をひ
もとく宇宙科学の新しい
柱を見出した。この分野
で世界をリードすべく推
進するべきである。

6903
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

早く花粉症のワクチンを
使えるようにしてほし
い。

免疫センターと鳥居薬
品で花粉症のワクチン
の開発をすると新聞で
見ました。早く開発でき
るようにしてください。

6904
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20101

最先端のグ
リーンクラウ
ド基盤構築に
向けた研究
開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

産業発展の観点から、
国内製品を活用した技
術開発を行うべきだと
考えます。

国費を投入するため、
最終的に国民の利益と
なるような研究開発を
行う必要があると考える
ためです。これにより技
術の普及、さらには標
準化や海外展開につな
がり、日本のICT技術の
優位性を確保できるよう
になると考えます。

6905
その
他

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

光分野は日本がリード
しているので、さらに推
し進めることによって、
世界を席巻できると思
います。

光分野は日本がリード
しているので、さらに推
し進めることによって、
世界を席巻できると思
います。
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6906

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20107
戦略的情報
通信研究開
発推進制度

このまま
推進す
べき

国際競争力を持った極
めて有益性の高い技術
が本施策によって育っ
ている．より一層の推
進，発展を期待する．

情報通信のインフラが
社会の隅々まで定着し
た今日，単なるデータの
流通だけでなく，情報の
加工，集約によって付
加価値を創出する技術
の研究開発が喫緊の課
題になっている．「情報
戦争」に喩えられるよう
に，情報を制することが
できるかどうかが社会・
産業のあらゆる活動の
生命線になり，情報伝
達・蓄積の最重要なメ
ディアが言語であること
を考えれば，上の意味
で言語コミュニケーショ
ン技術の研究開発の重
要性は論を待たない．
欧米先進諸国さらには
新興国がそろってこの
研究領域への投資を拡
大している今日，本施
策のより一層の規模拡
大は技術立国として生
きる我が国にとって喫
緊の要請であると考え
る．

6907
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

新世代ネットワーク基盤
技術において開発した
成果は、テストベッド等
において、実用化に向
けた検証を実施すべき
と考えます。

 開発した成果を早急
に実用化することで、国
産技術を普及させ、さら
には標準化・海外展開
し、日本のICT技術の優
位性を確保することが
必要だと考えるからで
す。 
 このためには、テスト
ベッドを用いて実用化に
向けた検証を行う必要
があると考えます。 

6908

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24174

革新的ハイ
パフォーマン
ス・コンピュ
ーティング・イ
ンフラ（HPCI）
の構築

このまま
推進す
べき

国家基幹技術として進
められてきた次世代ス
パコン「京」の開発を着
実に実施するには、来
年度の開発予算を計画
通り確保することが必
要不可欠である。同時
に「京」を中核とし国内
の主要スパコンが連携
したＨＰＣＩの構築と、理
研・計算科学研究機構
を中核とし国内の主要
機関が連携した教育研
究体制の整備を、積極
的に推進すべきであ
る。なお京都大学学術

「京」の予算が確保され
ない場合、システムの
完成が遅れ、利用に向
けた研究などプロジェク
ト全体に大きな遅れが
生じかねない。その影
響は大きく、我が国の
科学技術の発展を損な
い、ひいては我が国の
科学技術の将来を危う
くしかねない。また「京」
の有効な活用と計算科
学の持続的発展のため
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情報メディアセンター
は、国内有数の計算資
源と計算科学技術を有
する拠点として、これら
の施策に積極的に貢献
する所存である。

には、国内の計算資源
と知的資源の連携強化
が不可欠である。

6909
民間
企業

30～
39歳

総務
省

20101

最先端のグ
リーンクラウ
ド基盤構築に
向けた研究
開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

最先端のグリーンクラ
ウド基盤構築に向けた
研究開発において開発
した成果は、プラットフォ
ームの研究開発に留ま
らず、その上で動作す
るアプリケーションの技
術開発も行うことが必
要だと考えます。

サービス提供側および
ユーザ側のそれぞれの
立場に受け入れられ易
い成果が期待できると
考えるためです。サービ
ス提供側およびユーザ
側の両面をセットで進め
ることで、成果を適用し
易くなり、民間における
事業化が促進されると
考えます。

6910
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

現在のネットワークをオ
ール光ネットワークに転
換し、10Tbpsの高速大
容量化、低消費電力化
を実現するために、当
該研究開発を実施する
ことにより、要素技術の
確立を急ぐべき。なお、
実施に際しては、当該
分野は欧米との激しい
競争に晒されているた
め、産学が分担・連携し
て推進するとともに、官
による中長期的に一定
規模の支援が不可欠で
ある。

インターネットのトラヒッ
クは年1.4倍で伸び続
け、今後のICT利活用
の拡大により、さらに増
大すると考えられ、ネッ
トワークの高速大容量
化が求められているた
め。また、高速大容量
化とともに、それを省電
力に実現することが求
められているため。さら
に、当該分野の研究開
発は、欧米でも国家プ
ロジェクトとして大規模
かつ継続的に推進さ
れ、激しい研究開発・標
準化競争が展開されて
いるため。

6911
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24168
国際宇宙ス
テーション計
画

このまま
推進す
べき

推進するべきである。

短期に利益回収はでき
ないが、子どもたちに科
学への興味を向けさ
せ、将来の人材確保の
ために、こうした「夢の
ある」プロジェクトは必
須である。

6912

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

経済
産業
省

27126

固体高分子
形燃料電池
実用化推進
技術開発

このまま
推進す
べき

固体高分子形燃料電池
は燃料電池自動車に適
した形式である。これに
使用される触媒の高性
能化（活性、耐久性）
や、コスト削減の為の白
金使用量の削減につい
ての業績があり、蓄積さ
れた知見に基づく継続
した研究による更なる
成果が期待できる。ま
た、基礎研究において
もXAFS測定技術の高
度化などをすすめてお

国際的な燃料電池自動
車の実用化の競争にお
いて技術的な遅れが伴
うことによる損失は計り
知れない。また、基礎研
究を伴わない、ものづく
りとしての実用化では、
その後の継続した競争
力の維持に支障をきた
す可能性が高くなると

31



り、国際競争力を高め
るためにもこうした基礎
研究を含めた研究分野
の施策を推進すべきで
ある。

考えられる。

6913
民間
企業

20～
29歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発 

このまま
推進す
べき

CO2削減の為の新エネ
ルギーの創造が進めら
れており、石油を「燃
料」として使用する量は
将来に向けて減少する
と思われる。しかし石油
は燃料として今後も重
要な役割を持つと同時
に化学品の原料として
も重要な地位を占める
と考えられる。また、化
学品の原料を考えた場
合、石油以外には有効
な原料が見つからな
い。そこで、利用が難し
い重質油を有効に活用
し、燃料や化学品に有
効に転換していくことが
重要と考える。

石油の有効利用を進め
ることは、国際競争力
確保のために重要であ
り、CO2削減の観点か
らも、石油の有効利用
は進めるべきである。
更に、石油の安定供給
のためには石油精製業
の維持強化は必要で、
そのためにも低品位留
分の高品質化は鍵とな
る技術であると考える。

6914

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 イノベーション創出実
現に発展する可能性の
ある卓越研究を、実用
化に向けて総合的に産
学連携の立場から支援
する事業として、ボーダ
ーレスな産学連携と研
究展開ができることを期
待しております。しかし
ながら、選択と集中によ
る大型研究プロジェクト
に対応できる旧帝大に
集中することに懸念して
おります。自己展開が
可能な大学の他に、特
色ある研究展開してい
る地方大学のイノベー
ション創出の意欲が萎
えないバランスが取れ
た事業として推進される
ことを要望いたします。

 文部科学省の「産学
官連携戦略展開事業
（コーディネートプログラ
ム）」において、目利き・
制度間つなぎ担当コー
ディネーターがナショナ
ル研究プロジェクトを支
援する仕組みが旧事業
でありました。しかしな
がら、その実際の活動
が明確でなく、必ずしも
大きな成果が得られて
はいなかったように推
察しております。 
 本事業は、制度の目
的・仕組みを明確化に
された新たな事業として
評価いたします。

6915
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

先進国である日本にお
いて女性研究者の割合
が他国に比べて低い状
況は残念である。高い
教育を受けながらもそ
の実力を発揮できずに
いる女性が多いまたは
出産などで断念せざる
を得ないのでは、今ま
での教育に税金を使っ
て投資してきたのに無

一般企業においては女
性役員や経営者が少し
ずつ増えてきており、立
派な活躍をしている方
がたくさんいる。女性な
らではの独創的な視点
が大きな発展につなが
ったケースも多い。しか
し研究職はまだ男性社
会のように見受けられ
るので、女性の能力を
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等） 駄になるともいえる。し
たがって女性研究者の
活躍を支援する事業は
大変好ましい。

積極的に生かすことは
社会全体の活発化、そ
して発展にもつながるで
あろう。

6916

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

若手研究者の支援策と
して重要なものであり，
さらに充実させるべきだ
と思います。

我が国が科学技術の力
で世界をリードするため
には，優れた若手研究
者の支援は必要だと思
います。

6917

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

このまま
推進す
べき

推進すべきであると考
えます。

日本における最先端の
科学に触れる事も重要
ではありますが、この施
策のように海外の科学
にも目を向けて未開拓
の研究に触れる機会を
拡大していく事は、これ
からの科学進展の為に
は欠かせない重要な事
であると考えます。特に
若手のうちからの世界
中の未開拓研究への従
事は刺激的であり、将
来の研究に大きな影響
を与える事は間違いな
く、全体の科学技術は
もちろんの事、将来の
日本の科学進展を望め
ると考える為、この施策
を推進すべきと考えま
す。

6918

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

減額はもってのほか。 
増額を希望する。

研究者の頭脳こそは日
本が世界に誇る資源で
ある。 
その資源を最大限に生
かすためにも欧米をは
じめとする諸外国との
協力や国際会議での積
極的な発言は推進され
るべきである。 
特に欧米から遠く離れ
た立地は不利で、旅費
を節約したいがために
内にこもるような研究活
動を強いられていては、
長い目で見て大損であ
る。

私はJ-PARCにおいて
施設の維持と研究に携
わるものです。総合科
学技術会議におかれま
してJ-PARCの重要性
をご理解いただけてい
ることに大変感謝してお
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6919

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設

このまま
推進す
べき

J-PARCの存在意義は
大変重要であり、さらな
る施策の拡充を希望い
たします。

ります。しかし一方、現
場においては現状を維
持するだけでいっぱい
であります。せっかくの
施設をもっと活用して科
学技術を発展させるた
めにはさらなるマンパワ
ー、予算の追加措置が
必要であると感じていま
す。とくに私の携わって
いるミュオン科学は新た
な研究のシーズが提案
されており、今後ますま
すの発展が期待されて
います。ぜひ推進のた
めの必要な施策を講じ
てくださることを望みま
す。

6920

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

特別研究員事業は、と
りわけ支援対象となる
人数を増やすことが極
めて重要と考えます。 
少なくとも海外の大学・
研究機関と同程度に支
援を拡充することが、国
内での研究の魅力を高
める上で必須だと考え
ます。

現在の特別研究員事業
は、博士課程学生にと
ってはほとんど唯一の
給付型支援を得られる
制度であり、またPDに
おいても自由な研究が
出来る非常に魅力的な
制度です。 
しかし、採用者数は博
士課程学生の総数に比
べて非常に少なく、この
ことが 
優秀な研究者を、海外
流出や、研究の道をあ
きらめることに導いてい
るのではないかと危惧
します。 
国内の大学、研究機関
の魅力や研究能力を高
め、優秀な人材を引き
付けるために、特別研
究員事業のより一層の
拡充を期待します。

6921

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム

このまま
推進す
べき

科学技術立国日本の将
来を担う優秀な若手研
究者を育成するため
に、極めて大事な政策
であり、積極的に推進
するべきと思います。日
本の大学院教育の質の
向上及び先端研究開発
に直結するもので，将
来に渡って、非常に効
果的な投資となりうると
考えられます。

資源のない日本はこれ
までもこれからも科学技
術立国として生きていく
しかないというのは国民
の共通認識だと思いま
す。将来の成長、明る
い未来、夢のある社会
を実現するためには、
大学における教育・研
究の充実は極めて大事
だと思います。日本の
将来を支える人材を養
成し、イノベーションの
基盤となる大学の教育
研究環境の整備・充実
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は、日本の未来への投
資として必要不可欠で
す。

6922

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者インタ
ーナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

若手研究者にとって海
外研究機関での武者修
業は、今後の研究活動
を全うしていく上で必ず
プラスに働く。また大学
院生においては、なる
べく早い時期に海外で
の研究交流を経験する
ことが進路選択の可能
性を（海外にまで広げる
という意味で）より幅広
いものにするので、この
制度を是非推進してほ
しい。

大陸と地続きでない日
本では、外国は文字通
り「海の向こう」であり、
海外での研究活動とい
うものに対して地理的
にも心理的にも躊躇し
やすい。それを乗り越え
て海外研究機関に乗り
込んでいく，という積極
的な若手研究者をサポ
ートすることは次世代の
研究者育成の観点から
有用であると思われる。

6923

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24132

感染症研究
国際ネットワ
ーク推進プロ
グラム

このまま
推進す
べき

現在海外に生活の重点
を置く者として、国際的
な感染症研究・対策の
必要性を強く感じます。
もちろん海外居住者に
とって自分の身を守る
のは自己責任でありま
すが、国の政策としてこ
のような事業を推進して
下さることは、大変有難
いことと思います。特に
海外では感染症流行に
関する情報が適時、充
分に得られるとは限りま
せん。また本事業を通
じ、研究者同士のつな
がりを深めて頂くこと
は、国際的な感染症対
策を推進する上で貴重
なものとなるはずです。

特に海外では感染症流
行に関する情報が適
時、充分に得られるとは
限りません。また様々な
理由から、感染症情報
を公にしない国も存在し
ます。このような事業を
通して、研究者同士の
つながりが深まり、国と
国の間の情報交換が進
むことは、「国境のな
い」感染症の対策として
は、大きな力を発揮す
ると考えます。

6924

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24007

細胞動態シ
ステム科学
基盤研究事
業

このまま
推進す
べき

?本研究プログラムのみ
ならず、ライフサイエン
ス分野全体への利用に
供するインフラの整備
は必要であり、このよう
な施策を積極的に推進
すべき。 
?本研究プログラムにお
いて、構造が理解でき
たことにより、タンパク
の機能が理解できるよ
うになった。構造生物学
がライフサイエンスのあ
らゆる分野にとって欠く
べからざるものになりつ
つあることを鑑みさらに
積極的に進めるべき。 

?構造解析と機能解析
の密接な連携により、
医薬の開発や食糧・環
境問題の解決につなが
る基礎的な成果が生ま
れつつある。 
?このような研究プログ
ラムを通じて、若手の人
材が育ってきた。今後も
これら若手研究者が自
立できるような支援が
必要である。

新世代ネット このまま
仕わけ対象になりまし
たが、日本の成長を支

仕わけ対象になりまし
たが、日本の成長を支
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6925
その
他

40～
49歳

総務
省

20111
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

推進す
べき

える重要な技術なの
で、ぜひ推し進めてほし
いと思います。

える重要な技術なの
で、ぜひ推し進めてほし
いと思います。

6926

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

科学研究費補助金のア
ドバイザーには、直接
的に学生(特に博士後
期課程学生)の指導教
育・研究指導に携わっ
ている先生方にも多く参
画することが望ましいと
考えます。

科学研究費補助金のア
ドバイザーとして、ほと
んど学生教育に携わっ
ていない大学研究者や
国研関係者が多く関与
していると思いますが、
直接的に学生(特に博
士後期課程学生)の指
導教育・研究指導に携
わっている先生方にも
多く参画することで、教
育研究機関の厳しい現
状と問題点を現場の声
として国策に反映するこ
とができ、我が国が抱
えている科学研究分野
の改善点を見いだすこ
とができると考えます。 

6927

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究においては、
短期間での達成目標が
はっきりしている大型プ
ロジェクトだけでなく、少
人数で日常的、継続的
に行われるプロジェクト
が新しい発展の芽を育
てるために必要である。
この科学研究費補助金
は、この様な継続的研
究を支える主要な競争
資金であり、今後とも十
分な資金を持ってサポ
ートされることを希望す
る。

大型プロジェクトの設置
期間は、都市部に集中
しており、その恩恵をう
けるのも都市部の研究
機関が主である。しかし
ながら、優秀な研究者
が、都市部の研究機関
に集中しているとは限ら
ないのが現状である。
また、想定外の進展が
大きな発展につながる
こともあり、一部に大き
な予算を集中させるだ
けでなく、多くの研究者
の環境を整えていた方
が、素晴らしい発見に
つながる確率も高い。
地方の活性化という側
面からも、今後とも十分
な資金を持ってサポート
されるべきである。

6928

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

女性研究者の支援は非
常に重要な課題だが、
支援の環境設備を整え
ている程度では間に合
わない。より実質的な推
進を進めるべき。

優秀な女性研究者が、
出産・子育てなどで研
究の場を離れて復帰で
きていないケースが見
受けられます。学振の
RPDのような制度もあり
ますが、育児中の場合
にはなかなかフルタイ
ムで働くことが出来ませ
んし、復帰に学振はハ
ードルが高すぎます。た
とえばパートタイム的な
研究員ポストが多く導
入されると、埋もれてい
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る人材の有効活用に繋
がるのではないでしょう
か。

6929

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24119
ナショナルバ
イオリソース
プロジェクト

このまま
推進す
べき

ナショナルバイオリソー
スプロジェクトは、日本
の科学技術にとっての
最重要資源のひとつと
いえるさまざまな生物
種・株を保持し、科学
者・企業によるそれらの
資源利用を円滑に進め
るための有益なプロジ
ェクトであり、その発展・
海外との連携をすすめ
る必要性のある施策で
あると考える。

日本のバイオ研究に携
わる者にとって、研究に
必要な生物種や試料を
迅速に入手できるかど
うかは、世界との競争
に打ち勝っていくための
重要なポイントである。
私自身、バイオリソース
プロジェクトからの試料
提供により、研究期間
を短縮し成果をより早く
得られた経験から、この
ようなプロジェクトの有
用性を実感している。も
しこのプロジェクトがなく
なり、欧米の同種の組
織に日本の研究が依存
するような事態が起き
れば、我が国の科学技
術の優位性はおおきく
損なわれると危惧して
いる。

6930

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24011

リサーチ・ア
ドミニストレー
ターを育成・
確保するシス
テムの整備

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

23年度の研究開発目標
は、更に加速した取組
みとすべきである。特
に、「研究開発マネジメ
ント人材養成プログラ
ム」については“開発に
着手する”としている
が、23年度中に第１バ
ージョンは開発し24年
度から実施するくらいの
スピードで進めないと、
政府の成長戦略への寄
与が果たせない。 

産学官連携において、
リサーチ・アドミニストレ
ーターは極めて重要な
機能であり、これまでリ
サーチ・アドミニストレー
ター無しに行ってきた産
学連携は教員の個人的
ネットワークや、たまた
ま飛び込んだ一過性の
共同研究テーマなどが
主になっていた。しか
し、大学の知を最大限
に有効に活用するに
は、産学官連携の研究
テーマ設定からその産
業化までを経験豊かな
コーディネーターの力量
が極めて重要である。リ
サーチ・アドミニストレー
ターとしての素養を持つ
人材は、企業での研究
企画管理のベテランな
どの退職者を活用する
ことで、直ぐにでも実現
できる可能性が高い。こ
れらの方々を第１ステッ
プのリサーチ・アドミニ
ストレーターとして、第２
ステップでの人材育成
も兼ねた取組みが期待
される。
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6931

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24188

国際科学技
術共同研究
協力推進事
業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

国際科学技術協力に関
する研究活動のための
予算（ＪＳＴ）のさらなる
増加が必要である

日本の国際的地位向上
のために、さらにはグロ
ーバル規模における環
境問題に関する国際的
枠組みにおける日本の
発言力の強化のため
に、さらなる国際科学技
術協力に関する予算（Ｊ
ＳＴ）の増加が望まれ
る。

6932
民間
企業

50～
59歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業(地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム)

このまま
推進す
べき

文部科学省地域イノベ
ーションクラスタープロ
グラム(グローバル型)
京都環境ナノクラスター
は、平成14年度からの
知的クラスター創成事
業の成果を引き継い
で、さらに持続可能な世
界を目指すべく京都発
の環境部材開発を行わ
れています。今後の開
発成果に、京都地域だ
けでなく、日本、世界に
貢献するものと期待し
ています。 

現在の世界的な環境、
資源、エネルギー関係
の課題克服できるイン
フラは京都地域が長年
にわたり有していると思
います。明治維新以前
からの学問基盤を生か
して世界的な研究力の
ある大学、世界的に他
では真似のできない独
自技術の開発とその商
品開発力のある企業、
これらの活動を支え、更
に世界初の環境先進地
域を推進する行政力で
す。今後とも、文部科学
省の施策で一層、推進
して頂きたいためです。

6933

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

学内での予算配分に偏
りがあると思います。

 自分が担当する研究
以外には少しの予算し
か配分せず、一人で予
算を独占しているようで
す。本当に必要な研究
室が予算を配分しても
らえていないように感じ
ます。これは大学内の
問題であり、特定の先
生にだけ予算を与えな
いというのは難しいかも
しれませんが、本当に
必要な研究室に予算が
配分されるよう審査・改
善が必要であると思い
ます。 

6934

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

ゲノム研究は、将来、必
ず必要になる分野であ
ると予想される。しか
し、現在の状況では、一
般企業としてゲノムのデ
ータベースを構築する
のは難しい状況であ
る。やはり、日本の国策
としてゲノム研究の基
盤を作っていくことが重
要なのではないか。

これまで培われてきた
基盤技術、基盤情報を
無駄にしないことが重
要。 
この研究に協力してくれ
ている国民の想いは無
駄にはしてはいけない
と思う。 
また、海外との連携研
究など国際競争でもリ
ーダーシップをとって行
くのは大事なことだと思
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う。

6935
民間
企業

40～
49歳

文部
科学
省

24169

我が国の宇
宙技術の世
界展開 -最
先端宇宙科
学・技術と人
材育成をセッ
トにした新た
な海外展開
戦略- 【特別
枠該当施策】

このまま
推進す
べき

推進するべきである。

NASAがシャトル運用を
停止する今こそ、こうし
た面で科学力をアピー
ルすると当時に、物資
搬送を引きうけて外貨
獲得の一環にするべき

6936
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

産業発展の観点から、
国内製品を活用した技
術開発を行うべきだと
考えます。

国費を投入するため、
最終的に国民の利益と
なるような研究開発を
行う必要があると考える
ためです。

6937

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

研究の継続、また発展
のためにもこの事業は
推進すべきである。

研究の維持、また新た
な研究開発などには必
ず金銭面で負荷がかか
る。時には国際学会に
参加し諸外国の研究者
との議論を交わす、ま
た自分の研究成果を発
表する事は研究者にと
って非常に重要な事で
ある。これらの費用、出
張費についても科学研
究費補助金は大きな助
けとなる。以上のことよ
りこの事業を推進するこ
とは必須と考える。

6938
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

ユビキタス社会をより活
性化させるためには、
本提案にて挙げられて
いる、大容量かつ途切
れのない高信頼・高品
質な通信を可能とする
次世代移動通信技術の
確立を進めていただき
たい。

ユビキタス社会と言わ
れずいぶん時間が経つ
が市場の要求も変わり
更に多くの情報伝達が
望まれていると思いま
す。そのためには本施
策の技術の達成が不可
欠と思われる。

6939

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

このまま推進すべきで
あり、このような施策を
増やしてほしい

現在、理系修士の学生
は、補助金精度が少な
いため勉学をしながら
生活を続けるのが困難
であることが多いから

6940
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24167 固体ロケット
このまま
推進す
べき

日本に衛星打ち上げロ
ケットがH-IIAしかない
状況は、技術発展の意
味からもよくない。

現状、固体ロケットがな
いとH-IIAロケットでさえ
地上を離れることは出
来ない。日本のお家芸
である固体ロケットの技
術継承と液体ロケットよ
り即時打ち上げに向い
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ている固体ロケットのメ
リットをもっと活かすべ
きだ。

6941
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27005

グリーンサス
テイナブルケ
ミカルプロセ
ス基板技術
開発

このまま
推進す
べき

植物由来原料から化合
物やポリマー材料をつく
りだす技術は、石油資
源の少ない日本にとっ
ては重要であり、かつ
持続可能な社会を作る
上では必須である。た
だし、製造過程で消費
するエネルギーを極力
低減することが必要で
あり、この点を考慮しな
がら進めて欲しい。

日本は化石燃料の保有
量が少ない反面、古く
から森林資源を持続可
能な形で有効活用して
きた。また、豊かな海洋
資源（大陸棚や湾、藻
場など）もあり、これらを
積極的に活用し、ポリマ
ー材料などを作り出せ
るならば、世界的にアド
バンテージとなる。ま
た、同じような立場の
国々に技術を供与する
ことで、地球温暖化防
止に大きく貢献すること
が可能となる。さらには
後継者不足に悩む林業
や水産業を活性化し、
過疎化地域の拡大抑制
にもつながる可能性が
ある。 
米国もバイオマスの利
用を積極的に推奨して
おり、世界的に大きな流
れと成りつつある。日本
もこの流れにのり、少し
でも早く成果を出せるよ
う、国策として取り組む
べきと考える。

6942

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24117
重粒子線を
用いたがん
治療研究

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

このシナリオは妥当で
あると評価できる。しか
し、20年以上の長期ス
パンで考えたシナリオも
同時に走らせる必要性
を指摘する。重イオン用
ガントリーは重厚長大、
そのサイズはばかげて
いる。呼吸同期照射を
越え、「moving organの
リアルタイム把握とそこ
へのフィードバック機能
を持った連続照射技
術」が可能になれば、胃
がん検診同様の照射が
実現でき、Therapyの建
設・運用コストを大幅に
下げ得る。この種の技
術開発への投資を含め
るべき。

加速器として群馬大ス
タイル、照射技術として
このシナリオに限定して
しまうと、薬事との絡み
で国内企業の開発努力
はそこで止まるだろう。
当然、追随する欧米中
国ロシアの技術開発努
力は加速器本体も含
め、当然、日本版シナリ
オを超えた物を志向し
ている。加速器研究開
発機関との密接な連携
で進捗しようとしてい
る。医療技術普及の企
業戦略としてもこのまま
では不安である。

・現在の情報機器のア
ーキテクチャやソフトウ
エアは、揮発性素子を
前提としているため、素
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6943
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27016

ノーマリーオ
フコンピュー
ティング基盤
技術開発

このまま
推進す
べき

情報機器のエネルギー
消費量を格段に低く抑
えるためには、現状の
不揮発性素子の開発と
ともに不揮発性素子を
前提としたアーキテクチ
ャ及び制御用ソフトウェ
アを一体的に開発する
ことは重要と考えます。

子のみを単純に不揮発
性素子に置換えても潜
在能力を十分に発揮で
きません。例えば、ＤＲ
ＡＭを使う現状のコンピ
ュータでは、素子配置
の関係で多数のＤＲＡ
Ｍメモリセルが同時に
選択されてしまうことを
逆に活用しています。 
・不揮発素子は例えば
ＤＲＡＭ素子と得手不得
手は異なります。 
・不揮発性素子は日本
の得意分野であるの
で、その実用化を推進
することは、日本国の産
業活性化や雇用拡大の
上で効率が良いと思い
ます。

6944

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24189
学術国際交
流事業

このまま
推進す
べき

科学は広範な人々の参
加や協力（あるいは競
争）があって進んでい
く。国際交流は科学の
発展に欠かせない重要
施策である。またアジア
をはじめとする発展途
上国への援助も重要で
ある。

我が国は科学大国であ
る。国際交流は必然的
に推進すべき責務があ
ると考える。

6945

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

国土
交通
省

28001

高度な国土
管理のため
の複数の衛
星測位シス
テム（マルチ
GNSS）によ
る高精度測
位技術の開
発

このまま
推進す
べき

我が国の高度なGPS利
用状況を鑑み、その整
備に向けて積極的に資
金を投入することは重
要であるため、積極的
に推進すべきである。

社会インフラとしての
GPSは、国民生活の陰
に陽に重要なものとな
っているが、米国の
GPSはもとが軍事利用
を目的で開発されてい
るため、民間には高精
度の信号が提供されて
いない。しかし、より高
精度な測位ができ、ま
た、他国の状況に左右
されずに利用できる測
位衛星群を利用できる
ようになることは、国民
生活の利便性、安全性
に対して重要なことであ
る。そのため、測位衛星
の整備は国家の責任と
して考えることができる
ため、この分野への積
極投資をはかるべきで
ある。

大学・
公的
研究 大学等産学

 地方大学は、これまで
以上に地域社会のニー
ズに答え、学の成果も
発信して、地域社会と
一体となった活動を一

地方大学の役割の一つ
として、地域に貢献する
ことが求められており、
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6946

機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24184

官連携自立
化促進プロ
グラム このまま

推進す
べき

層強化すべきと考える。 
 その中で共同研究等
を倍増させて、大学の
自立に向けた努力をす
べきであり、本施策は、
その支援策としてこのま
ま推進すべきである。 

それなりの活動を行っ
ているが、更に地域社
会と連携を強化して、地
域活性化を図る必要が
ある。

6947
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20117

移動通信シ
ステムにおけ
る周波数の
高度利用に
向けた要素
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

携帯電話の将来世代向
けの基礎技術開発は他
国に先行して技術開発
を進めていくことが大切
である。将来へ向けて
の開発でリスクが高い
現段階では公的機関に
よる先行投資を進める
べきである。

移動通信分野はわが国
が技術競争力を保って
行くために欠かせない
分野であり、先行して研
究し基礎技術を押さえ
ることが非常に重要で
ある。 

6948

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

欧州、米国にGeVクラス
の大型加速器が存在す
るが、アジアに50GeVク
ラスの加速器があるこ
とは今後アジアの発展
に非常に重要であると
思われる。日本のJ-
PARC施設は世界トップ
クラスの大強度陽子加
速器であり、このような
施設は世界でも数少な
く、世界各国から使用し
たい研究者が現れるで
あろう。そのための施設
の環境整備は不可欠で
あると思われる。

J-PARCは世界最高レ
ベルの大強度陽子加速
器であり、基礎から応
用まで幅広い研究開発
を行うことができる。世
界各国からの研究者の
利用が期待されるもの
であるので、維持管理、
高度化は必要不可欠で
ある。利益を期待するも
のではなく、基礎科学
の発展は人類共有財産
を増やすために止めて
はならないものである。
従って、このまま推進す
べきである。

6949

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24014

頭脳循環を
加速する若
手研究者戦
略的海外派
遣事業

推進す
べきでは
ない

意味がない。必要であ
れば若手は海外へ出て
行く。 
海外へ出て行かない最
大の理由はメリットがな
いからである。むしろ海
外に居る日本人、海外
経験のある日本人研究
者を優遇する施策を講
じるべきである。そうす
れば自然と若者は海外
へと出て行く。 
海外の研究機関から見
れば、お金を持ってやっ
てくる研究者などお客さ
んであり、真剣に付き合
う事はない。どちらかと
いえば成金国家の遊び
に見えるだろう。 
本当に世界で勝負する

そもそも、「海外へいか
ない」という統計はある
のだろうか?多くの場合
先生方の印象ではない
のだろうか? 
私の知っている統計で
は、ポスドクの半数以上
は海外経験があり、い
わゆる優秀な人材は必
ずと言っていいほど海
外での研究経験があ
る。なぜ海外へ行かな
いのか、その辺の調査
が必要。 
私も海外経験がある
が、研究者としてのメリ
ットはあったが、人生の
上ではデメリットしかな
かった。例えば育英会
の免除職に海外のポス
トは該当しない。また、
人事でも海外ということ
で面接に呼ばれる事は
まれとなる。このような
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研究者が欲しければ、
海外の研究機関が金を
払ってでも雇いたい研
究者を育てればいい。

経済的、人生的なデメリ
ットなくし、海外経験の
研究者しか補助金を出
さない等人事上のメリッ
トを国内の研究期間に
指示すれば海外へと自
然に出て行くと思う。 

6950
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27023
重質油等高
度対応処理
技術開発 

このまま
推進す
べき

安価で扱いやすい化石
資源の有効利用を進め
ることはエネルギー政
策の面から非常に重要
である。その中で、今後
余剰となる重質油留分
の転換技術が必要不可
欠となる。

CO2排出において、
LCA（ライフサイクルア
セスメント）という観点か
ら見ると、石油は効率を
上げれば新エネルギー
と大きな差はない。従っ
て、技術開発を進め、よ
り効率的な利用を進め
ることによって、安定的
なエネルギー確保に役
立つものと考える。

6951

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24154

研究者の養
成（海外特別
研究員、若手
研究者 イン
ターナショナ
ル・トレーニ
ング・プログ
ラム）

このまま
推進す
べき

若手研究者の海外での
研究支援を今まで以上
に推進すべき。また、海
外から帰国後、日本で
の研究をスムーズに始
めるため、ヒューマンフ
ロンティアサイエンスの
フェローシップの様に、
最後1年間を日本でも
使えるような制度を作っ
てほしい。

若手研究者の海外での
研究は、その研究者が
日本に戻ってきて研究
を行う際、その研究を世
界レベルで維持するた
めの必須の過程であ
る。つまり、日本の研究
の水準を左右する重要
な過程である。近年は、
特に財団等からの援助
も激減し、海外での研
究経験を積む事が困難
になりつつある。また、
帰国後のポシション確
保に関しても援助もほと
んどない。

6952

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

研究補助員支援員の雇
用支援よりは保育所の
充実などを求めます。ま
た、大学間横断的な支
援を求めます。

研究補助員の雇用支援
は、すでにポジションの
ある女性には有効だと
思いますが、大学院生
やポスドクなどのトレー
ニング期間中の出産に
は職場内の保育所の確
保の方が有効だと思い
ます。さらに、育児には
夫との同居による協力
（また家族形成）が欠か
せませんが、同居が実
現できるような異動が
困難です。家族の異動
に伴ってキャリアを途絶
えさせないような配慮あ
る支援を求めます。同
居とキャリアを天秤にか
けなければならない状
況は出生率低下につな
がります。

新世代ネットワークの実
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6953
民間
企業

50～
59歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

インターネットトラヒック
が年率４０％以上のペ
ースで増大しており、こ
のままではエネルギー
消費やセキュリティ、イ
ンフラ資源の面で大き
な問題となる。新世代ネ
ットワークはこれらの課
題を解決すると期待さ
れ、国内外で研究開発
が進められている。資
源の乏しい我が国とし
ては経済成長を実現す
るためICT分野の研究
開発で先行すべきであ
る。本PJはこの分野の
発展を推進する研究開
発環境基盤であり、高
い効果が期待できる。

用化には、要素技術を
統合したネットワーク
で、より実際的な条件で
の試験検証が重要であ
り、これには実験室レベ
ルではなく大規模なネッ
トワーク環境が不可欠
である。諸外国では、米
国のNFSや欧州のFP7
に見られるように官民
が力を合わせて環境を
整え研究開発を推進し
ている。我が国がこの
分野の研究開発で主導
的な地位を確保し、経
済成長へつなげるに
は、共同利用可能な本
テストベッド整備は必要
不可欠である。

6954

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24159
地球内部ダ
イナミクス研
究

このまま
推進す
べき

本事業計画は、「日本
列島周辺海域、西太平
洋域を中心に、地震・火
山活動の原因、島弧・
大陸地殻の進化、地球
環境変遷等についての
知見を蓄積する」ことを
目的としたものである
が、きわめて活動的な
「変動帯」に位置し、且
つ、周辺を海で囲まれ
た日本国にとり、重要で
ある。また、国際的な観
点からも、日本が主導
的な成果を出すべき地
理的な位置にあり、非
常に重要且つ優先度の
高いテーマである。 

地球の深部から地殻表
層に至る地球内部のダ
イナミクスに関する研究
は、国民の安心・安全
に関する基礎的情報を
もたらすだけでなく、海
洋国家として周辺国と
の国際関係の中で日本
の将来に係わる基礎情
報をもたらす研究事業
であると考える。また、
こういった研究事業を、
個々の研究者レベルだ
けで実施することは不
可能である。従って、国
家的な事業として予算
を投入し実施すべき内
容であり、その優先度
は非常に高いと考え
る。

6955
その
他

60歳
～

その
他

0

平成２３年度
科学・技術関
係予算（全
般）

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

日本の大学の研究費予
算は諸外国に比べて僅
少すぎる。開発途上国
といわれる中国も、一流
大学では、豊富な資金
を有し、研究レベルは
年々向上し、近年中に
日本、欧米諸国の水準
に達することについて
強い自信をもっている。
理工系の学生の数もわ
が国にくらべ圧倒的に
多く、研究者や学生も
わが国に比べて前向き
でしかも明るい。 
わが国の理工系の研究
レベルはかつて一流の

筆者は戦時中、中国の
大連の中学校を卒業
し、いまでも中国には大
連理工大等の大学教
員、研究者に知己が多
い。とくにここ数年の印
象として、いまや彼らは
日、欧米の研究から学
ぶことは少ないとさえ公
言する充実した研究生
活を送っている。 
わが国の科研費は、大
学間による格差が大き
く、地方の若い優秀な
研究者が研究業績をあ
げる機会が少ない。ま
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域に達しているものが
多かったが、いまやそ
の数は減っており、回
復のきざしは見えない。 
電子、情報、環境等の
分野で世界に大きなイ
ンパクトを与える革新的
な科学・技術はわが国
の存亡にかかわり、国
をあげて思い切った施
策が必須である。

た、わが国の科研費は
プロジェクト指向であ
り、偉大な発見につな
がる基礎・基盤研究が
軽視されているきらい
がある。 
これらを改善し、第二世
代の技術立国を目指し
た施策を強く期待する。

6956
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27025

次世代エネ
ルギー・社会
システム実証
事業

このまま
推進す
べき

太陽光発電など再生可
能エネルギーを集中導
入する実証地域に関し
ては、日照量の多い地
域など地域的なかたよ
りが無いように配慮す
べきと考える。

再生可能エネルギーの
中でも太陽光発電は重
要と考える。しかしなが
ら、太陽光発電は日照
時間などの地理的な条
件によって発電量に違
いがみられると想定さ
れる。よって、実証地域
を選定する際には地理
的条件の違うエリアを
選定し、特徴のある有
用なデータを取得すべ
きと考える。

6957
民間
企業

30～
39歳

環境
省

29106
地球温暖化
対策技術開
発等事業

このまま
推進す
べき

「再生可能エネルギー・
トレードオフ克服技術開
発領域」の分野の技術
開発に関しては、風力
や地熱発電に限らずに
推進すべきと考える。

今後、再生可能エネル
ギーを普及させるため
には、太陽光、小水力、
バイオマスをはじめとし
た様々な種類のエネル
ギーを導入することが
必要になる。よって、風
力や地熱発電だけに重
点を置くのではなく、広
く技術開発を進める必
要があると考える。

6958

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24020

イノベーショ
ン成長戦略
実現支援プ
ログラム

このまま
推進す
べき

地域の大学等研究機関
の連携による地域貢献
機能の強化を図るた
め、ソフト・ヒューマン
（研究者の集積、人材
育成プログラムの開
発、技術シーズの利活
用促進等）に対する重
点的な支援を実施する
という本事業について
は、非常に重要であり、
重点的に進めていくこと
が地域の活性化につな
がるものと思われる。

中小企業は特に現景気
状況では苦しく、人件費
を削ってしまうと開発力
も衰え、地域の経済に
後退ももたらす。人材の
強化を図る支援が絶対
的に必要であると考え
るため。多くの企業が人
件費を圧縮し、研究を
途中でストップせざるを
得ない中、中小企業も
開発に継続して取り組
めるような環境作りが
地域活性化に必ずつな
がると考える。

大学・
公的
研究 新世代通信 このまま

新世代のネットワークの
研究を我が国を含め世
界各国が推進する中
で、実証実験が可能な

将来のインターネットに
おいては、多様なアプリ
ケーションが効率良く通
信を行うために、多数
の異なる特徴を備えた
複数のネットワークを同
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6959

機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20003

網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

推進す
べき

我が国の通信網テスト
ベッドの構築は必須で
ある。特に、ネットワー
ク仮想化の研究におけ
る実証実験環境が望ま
れている。

一インフラで収容する、
ネットワーク仮想化の考
え方が非常に重要とな
る。本施策は、ネットワ
ーク仮想化の実証実験
を進める上では重要な
施策である。

6960
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

大学における研究の基
礎であり、将来の日本
を支える優秀な人材を
育てるための資金でも
あるので、これは増額し
て推進すべきものと思
います。

大学における研究の基
礎であり、将来の日本
を支える優秀な人材を
育てるための資金でも
あるので、これは増額し
て推進すべきものと思
います。

6961

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

内閣
府

13101

沖縄科学技
術大学院大
学の開学準
備

このまま
推進す
べき

沖縄科学技術大学院大
学の開学準備は、是非
とも推進すべき施策と
考える。

沖縄に世界的水準の教
育研究機関を形成する
ことは、沖縄はもちろん
のこと、日本の歴史に
おいても非常に有意義
と考える。加えて、初代
学長のジョナサンドルフ
ァン氏は非常に優れた
リーダーであり、人望も
厚く、この施策を推進す
る上で適任と考える。

6962

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

このまま
推進す
べき

地方の中小企業を活性
化するためには、技術
的なバックアップが必須
である。地域的なまとま
りによる技術共同開発
施策は、そのために有
効であり、必要不可欠
である。

地方にある企業はその
地域にある高等研究機
関に頼って新製品の開
発を行っている。私は、
かつて関東地域にある
大企業の研究部門で仕
事をしていたが、現在
は大学の教授として地
方に移り住んでおり、上
記の様子を目の当たり
にしている。「地域イノ
ベーションクラスタープ
ログラム」の役割は極
めて大きいと断言でき
る。

6963

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

アレルギー・免疫関連
の研究をさらに推進す
べき

免疫細胞の機能を分子
レベルでとらえた研究
は、基礎的な意味合い
だけでなく、免疫系疾患
への対策にもつながる
重要な課題である。現
在の本プロジェクトでは
免疫細胞療法に関して
など期待できる成果が
出ている。引き続き新
規ワクチンの開発など
精力的な研究を期待し
たい。

我が国のプラスチック産
業は、ここ１０年以上生
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6964
民間
企業

40～
49歳

経済
産業
省

27005

グリーン・サ
ステイナブル
ケミカルプロ
セス基盤技
術開発（化学
品原料の転
換・多様化を
可能とする革
新グリーン技
術の開発）

このまま
推進す
べき

植物由来原料から、エ
タノールやディーゼルな
どのエネルギーだけで
なく、有用化合物、特に
様々な産業を支える材
料であるプラスチックを
創出する技術が、我が
国にとって必要である。
従って、本施策は、強力
に推進すべきである。

産量が増えず、横這い
である。それに対して、
アジアの生産量は大い
に成長しており、すでに
脅威となっている。植物
由来プラスチックの技術
革新によって世界をリ
ードすることにより、プラ
スチック産業の振興ば
かりか、植物が工業原
料化できることから、農
山村などの活性化にも
つながるため、新規産
業、雇用の創出につな
がると思われる。環境
変化による変換要請
を、チャンスととらえて、
我が国は次世代のため
にも、植物由来プラスチ
ックに取り組まなければ
ならない。

6965

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24124
植物科学研
究事業

このまま
推進す
べき

理研植物科学センター
は環境・食糧・エネルギ
ー問題の解決に関連し
た解析基盤の開発のみ
ならず、植物科学研究
の世界的な拠点として
重要な役割を果たして
いる。また若手研究者
の人材育成の場として
の役割も担っている。今
回の施策は世界的に取
り組むべき重要な課題
であり、植物科学分野
で世界トップクラスの研
究実績を誇る我が国が
強く推進してゆくべきで
ある。

現在、中国・欧米では
大規模な植物科学研究
プロジェクトが国家主導
で進められている。今
後、日本がこのような競
争の中で対抗していくた
めには、日本の植物科
学研究の核である理研
PSCを中心に環境・食
糧・エネルギー問題に
関連する植物科学分野
での研究基盤構築知財
確保が必須である。特
にメタボローム関連分
野はGMOの安全性評
価法の確立や、新規の
有用物質探索の上で非
常に重要であり特に重
点的に取り組むべきで
ある。

6966
その
他

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

新世代のネットワーク方
式を実運用レベルで検
証できるような設備とし
て、ネットワークのテスト
ベッドを整備し、これを
活用して産学官が有意
義な研究開発ができる
ようにすべきだと考えま
す。

ネットワークのテストベ
ッドを整備し、これを活
用して新世代ネットワー
クに関する研究開発を
行うことで、技術の蓄積
を進め、新方式開発の
後には、これへの移行
をスムーズに行うことが
できます。これらを達成
することで日本が世界
においてもこの分野で
イニシアティブを発揮で
き、さらには国産の技術
を先駆けて展開するこ
とで国内産業振興にも
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寄与できると考えるため
です。

6967

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

基礎研究を行う大学、
独立行政法人、民間企
業の研究所等に在籍す
る研究者が応募できる
もので、研究者が応募
しやすい研究資金であ
る。

大学等の研究費が減少
するなかで、産業の基
盤とも成りうる新しい研
究の芽を育てるために
は、公的な研究資金に
よる研究支援の採択率
を上げて、多くの研究者
を支援する必要があ
る。 

6968

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24177
大強度陽子
加速器施設
（J-PARC）

このまま
推進す
べき

J-PARCにおける先端
加速器による基礎科学
を進めてほしい。

この加速器は、世界の
研究者から待望されて
いるものである。研究現
場での国内の大学・研
究所間の協力、また、
国際協力が進んでお
り、多くの日本の若手研
究者や外国人研究者が
参加している。よって、
研究成果をあげること
はもちろん、基礎科学
の若手研究者育成にと
って、この施策を進める
ことは、きわめて有効で
あると思われる。

6969

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

総務
省

20116
電磁波計測
基盤技術の
研究開発

このまま
推進す
べき

社会の高度化により自
然・人工災害による損
害も格段に増している。
これらを防止する革新
技術は民間努力だけで
は不可能であり、国は
新方式提案から実用性
検証まで推進する責務
がある。電磁波計測に
実績がある情報通信研
究機構(NICT)を中核と
する（ア）気象災害を対
象とする遠隔センシン
グ、（イ）電磁波障害を
対象とするEMC、（ウ）
時間・周波数標準の社
会への提供と絶対精度
向上を推進する光・時
空標準プロジェクトの必
要性は明らかである。

 
○理由 
NICTの標準活動につい
て述べる。時間測定の
精度向上の重要性は衛
星を用いた三角測量原
理によるGPSが交通は
じめ社会生活全般に浸
透していることから明ら
かである。度量衡の世
界標準を定める主要国
機関の中で、時間の最
精密測定を可能とする
「光格子時計」（東大香
取教授が提案）が最有
力視されているが、日
本標準時を提供してい
るNICTも世界トップ級
成果を出しつつある。基
礎と社会還元を結び付
ける本プロジェクトは地
味ではあるが極めて重
要である。 

民間 30～ 経済

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ このまま

印刷技術は大量生産、
低コスト化が期待される
点から非常に重要であ
り、この技術をエレクト

日本のエレクトロニクス
はこれまで世界をリード
する技術を持っていた
が、近年、韓国、中国の
企業にある部分では追
い抜かれ、非常に危機
的な状況であると言え
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6970

企業 39歳 産業
省

27007

ロセス基盤
技術開発事
業

推進す
べき

ロニクスに展開すれば
世の中に出ている製品
の低コストにつながる
為、このまま推進すべき
と考えます。

る。そのような中で、こ
れからの技術として非
常に重要である印刷技
術を推進していくこと
は、急務であると感じて
いる為、上記の意見とし
ました。

6971

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

総務
省

20110

フォトニックネ
ットワーク技
術に関する
研究開発

このまま
推進す
べき

本施策による各領域の
研究開発を連携させつ
つ着実に推進すべきで
ある。その際、国際標
準化を先導しつつ産業
財産権の国際的な確保
に配慮すべきである。

インターネット利用のブ
ロードバンド化は、本施
策の対象としている広
域加入者系と基幹系通
信ネットワークのトラヒッ
クを急増させている。こ
の需要に対応した基幹
通信網を整備すること
は、単なる通信産業の
国際競争力を増進させ
るのみではなく、我が国
の全分野の生産力を支
えるインフラとしての神
経網を整備することで
あり、国全体の国際競
争力を左右する。この
基幹通信網の大容量化
と省電力CO2削減を両
立させるキーテクノロジ
ーがフォトニックネットワ
ークであり、国が先導し
て広範な研究開発を推
進すべきである。本施
策関連産業の国際競争
力の維持・向上には、
施策成果の国際特許化
についても国際標準化
戦略と強調させつつ推
進させる必要がある。

6972
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20003

新世代通信
網テストベッ
ド（JGN-X）
構築事業

このまま
推進す
べき

提案されたテストベッド
において、それを利用し
たアプリケーションとの
トライアルを行い、新し
いネットワークの有用性
を利用する方にわかり
やすく提示することが重
要である。また、新たな
情報メディアや、既存メ
ディアとの組み合わせ
についてのトライアルを
行うことは重要である。

ネットワークが目指す方
向を、具体的なアプリケ
ーションを利用してわか
りやすく提示すること
で、本研究の成果が広
く多くの国民に理解さ
れ、新たな視点でのコメ
ントや新たな利用方法
の創出につながると考
える。

6973
民間
企業

30～
39歳

経済
産業
省

27007

次世代印刷
エレクトロニ
クス材料・プ
ロセス基盤
技術開発事
業

このまま
推進す
べき

本施策を推進して頂き
たいと思います。

印刷技術によるエレクト
ロニクスデバイス製造
の技術確立はフレキシ
ブル化、大面積化、低コ
スト化などに必要と考え
ますので、早期に開発
を推進して頂きたいと思
います。
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6974

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

総務
省

20111

新世代ネット
ワーク基盤
技術に関す
る研究開発

このまま
推進す
べき

新世代のネットワークの
研究を世界各国が推進
する中で、特に、我が国
がネットワーク仮想化の
研究における世界的な
競争力を得るために、
本施策は重要であり推
進すべきである。

将来のインターネットに
おいては、多様なアプリ
ケーションが効率良く通
信を行うために、多数
の異なる特徴を備えた
複数のネットワークを同
一インフラで収容する、
ネットワーク仮想化の考
え方が非常に重要とな
る。本施策は、ネットワ
ーク仮想化の研究を推
進する上で必須の施策
である。

6975

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

我が国の科学技術の根
幹をなす極めて重要な
施策であり，今後とも格
段の推進を期待した
い．特に，今般「日のあ
たる」「目先の利益や成
果が確実な」プロジェク
トに多くの資金が投入さ
れる傾向があるが，”地
味で目立たないが長期
に取り組むべき基礎的
研究”への配慮が必要
である．このような基礎
的研究に十分な投資が
なされるようお願いした
い．

基礎的な研究というも
のは研究者の自発的か
つ独創的な発想に基づ
くものである．そのよう
な研究を可能にするた
めに科学研研究費があ
ると考える．このような
研究が直ちに成果に結
び付くか，人間社会に
役立つか，は別の次元
の問題である．したがっ
て，純粋な科学研究に
こそ科学研究費補助金
が使われるべきであり，
その立場から本施策の
推進を期待するのであ
る．

6976

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24103
海洋鉱物資
源探査技術
高度化

このまま
推進す
べき

資源の少ない日本にあ
って，唯一海底だけは
世界に類を見ない資源
の宝庫である。海底探
査は，まだまだ未開拓
の部分が多いが，その
理由は，探査技術が未
発達であることが最大
に理由である。したがっ
て，本事業は積極的に
推進すべきと考えられ
る。

海底探査技術に関し
て，日本は欧米に30年
くらいの遅れを取ってき
た。「しんかい6500」など
の活躍と共に，徐々に
その遅れを取り戻しつ
つある。一方で，中国や
韓国もまた海底探査に
乗り出し始め，現状で
は早晩日本は追い抜か
れる勢いである。本事
業のような施策を推進
しない限り，日本周辺の
海底資源は近隣諸国に
奪われる一方だと考え
られる。

6977

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

60歳
～

文部
科学
省

24131

ライフサイエ
ンス基盤研
究領域事業
（内、生命分
子システム基
盤研究）

このまま
推進す
べき

分子の立体構造が決ま
っていれば、生命科学
領域の研究者のみなら
ず、化学、物理学、工学
など幅広い研究者も、
参画が可能となる。立
体構造でも、NMR は溶
液中の動的構造情報も

分子の立体構造に基づ
いて生命体全体の生命
現象が理解できるよう
になれば、疾患の原因
や、薬剤投与の効果の
予測も可能となるため、
薬剤による副作用も防
ぐことが可能になり、効
果的な治療も夢では無
くなる。現時点では、技
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等） 与えてくれるので、Ｘ線
結晶解析よりも多くの情
報が期待できる。

術的に難しい点が多く
残されているので、それ
らに挑戦する重要な研
究領域と考える。

6978

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24141
特別研究員
事業

このまま
推進す
べき

欧米先進諸国さらには
新興国がそろって科学
技術研究への投資を拡
大している今日，本施
策のより一層の規模拡
大は技術立国として生
きる我が国にとって喫
緊の要請であると考え
る．

若手研究者を育てる長
期的視点に立つ本施策
の意義は極めて大き
い．顕著に優秀な人材
を国内に引き留め，将
来にわたって我が国の
最先端科学技術の振興
に寄与する重要な施策
と考える．

6979
民間
企業

40～
49歳

総務
省

20105
光空間通信
技術の研究
開発

このまま
推進す
べき

宇宙の利用という観点
で、日本がアドバンテー
ジを持っている領域だと
思います。 
是非、この分野の技術
開発をさらに推進してく
ださい。

衛星「ひかり」などで培
った光通信技術を、さら
に発展させて、 
地上へのデータ転送に
つかえると、非常に素
晴らしいと思います。

6980

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

延べ6000人とあります
が、少ないと思います。
倍以上でかつ(弊害が
あろうともあえて)科研
費資格者全員による輪
番的なピアレビューを行
うべきだと思います。ま
た、科研費での不正使
用が問題となっていま
すが、チェックシステム
を厳しくして全体を引き
締める方式はいかにも
事務的ですが効率がよ
くないと思っています。
むしろ、ルールを破った
人へのペナルティを非
常に重くすべきと思って
います。

研究費の中で日本で最
も公正なピアレビューが
行われているシステム
で、かつ校費が厳しい
今日においてこれ無し
では大学での研究活動
は事実上停止する重要
なシステムであるため、
システムを改善しつつ
推進すべきと考えます。

6981
民間
企業

50～
59歳

経済
産業
省

27116

セルロース系
エタノール革
新的生産シ
ステム開発
事業

このまま
推進す
べき

現在国内では、バイオ
ガソリンと言う事でバイ
オエタノールをベースと
したガソリンの販売がな
されている。しかし、そ
の原料であるバイオエ
タノールについては、海
外から輸入されていると
聞いている。いずれ電
気自動車が登場してく
るとは思うが、しばらく
の間は、ガソリン自動車
が続くと思われる。した
がって、当面バイオガソ
リン政策が推進されて
いくのであれば、当然国
内でもバイオエタノール
の生産システムを開発

現在輸入しているバイ
オエタノールについて
は、穀物をベースに食
糧問題との関係で議論
されるので、ぜひ食料と
競合しないバイオマスを
原料とした生産システ
ムを開発してほしい。現
在世界で開発中の技術
の中で、日本として画期
的な技術開発を推進す
る必要があり、多くの課
題があると思うので、是
非国がその研究を後押
しする形で、民間企業、
大学等をうまく取り纏め
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し、国内自給率をアップ
を目指した技術開発事
業を進めていくべきだと
考える。

る事で、早く・効率的に
進めて行ってほしい。

6982
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24126
ゲノム医科学
研究事業

このまま
推進す
べき

本施策は、今年度と同
様の規模の予算・組織
で継続して取り組むべ
きと考えます。

私達、または子供や孫
の健康増進、病気の治
療に対して、この研究
事業によって得られた
成果が活かされること
が期待されることから、
施策の継続を希望しま
す。

6983

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24129
バイオリソー
ス事業

このまま
推進す
べき

ライフサイエンス関連の
科学・技術の研究促進
のためには、そのリソー
スの確保と安定な提供
が不可欠であるので、
理化学研究所バイオリ
ソース事業は継続推進
することが大切であると
考えます。

バイオリソース事業で
収集、保存、提供されて
いる生物種リソースは、
ライフサイエンスおよび
その応用分野での研
究・開発を支える有用な
研究・技術基盤となって
います。特に微生物株
リソースは世界的にも
認められた事業で、文
化国家としての日本の
貢献を継続するために
重要です。

6984
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24149
国立大学法
人等施設の
整備

このまま
推進す
べき

大学における教育、研
究は、将来の日本を支
える優秀な人材を育て
るための資金でもある
ので、これは増額して推
進すべきものと思いま
す。

大学における教育、研
究は、将来の日本を支
える優秀な人材を育て
るための資金でもある
ので、これは増額して推
進すべきものと思いま
す。

6985

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24177 J-PARC
このまま
推進す
べき

J-PARCの物質・生命
科学施設（MLF）のミュ
オン科学施設（MUSE）
において計画されてい
る超低速ミュオンの計
画を早期に実現すべき
である。

J-PARCの物質・生命
科学施設（MLF）のミュ
オン科学施設（MUSE）
において、大強度ミュオ
ンビームが得られるの
で、日本が20年かけて
開発してきた超低速ミュ
オンを物質生命科学研
究に初めて使える。この
実験手法は、日本独創
のものであり、世界中で
J-PARCにおいて実施
可能な表面・界面研究
の革新的手法を提供
し、水素貯蔵、燃料電
池研究等に貢献する。
超低速ミュオン実験装
置の早期実現が、世界
の研究者に待ち望まれ
ている。

大学・

日本が、この先も世界
的な科学技術立国とし
て生き残るためには、2

グローバルCOEプログ
ラムは、自由に課題を
設定できるため、分野

52



6986

公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24143

大学院教育
改革推進事
業のうち、グ
ローバル
COEプログラ
ム 

このまま
推進す
べき

つの取り組みが重要で
ある。1つは、これまで
の成果を活かしたユニ
ークな研究の推進、もう
一つは、若手研究者の
育成・支援である。グロ
ーバルCOEプログラム
は、これら両方を推進
することができる非常に
重要な取り組みである。

横断的な取り組みも多
く、ユニークな研究を推
進できる。また学生、特
にこの国の科学研究を
将来担う博士後期課程
の学生を、経済的かつ
教育的に支援し、さらに
学生の自立型研究を促
すことも可能にしてい
る。

6987

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

このまま
推進す
べき

現在、パーマネントの研
究職の公募は、倍率が
100倍になることも少な
くありません。また、裏
ですでに採択者が決ま
っている場合もあるそう
です。 このような中、
国のサポートのもと、正
式な公募によるテニュ
アトラックを普及させる
ことは、将来の日本の
科学・技術の発展にお
いて、非常に重要なこと
だと思います。

国の政策により、ポスド
クが増えたものの、高い
業績をもつ人でさえ、テ
ニュアポジションを取れ
ずに困っているのが現
状です。将来に向けて
投資した「ポスドク１万
人計画」を無駄にしない
ためにも、テニュアトラッ
クの普及、さらにはテニ
ュアポジションの拡充は
重要な施策だと思いま
す。

6988

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

イノベーショ
ンシステム整
備事業（地域
イノベーショ
ンクラスター
プログラム）

このまま
推進す
べき

昨今の日本の難局を乗
り越え、かつ長期安定
を目指すには、「中央、
地域、海外の使い分
け」と「頭脳→産業」の
実質的効率化の２つが
重要である。 
 本事業は、まさにこれ
に向け、「頭脳的成果
の、選択と集中を経た
上での最後の仕上げ」
を、「企業誘致」、「人材
の移動」、「地域参加」、
これらによる「意識と構
造改革」を伴いながら、
県、大学、産業をあげて
取り組む貴重なもので
あり、是非とも優先的に
進めるべきである。

集約による効率化と士
気の高まり、頭脳の海
外流出の抑制、固定
費・労働コストのバラン
スを取るには、本社と開
発は中央、生産は海
外、新しい技術のインキ
ュベーションは分野ごと
に集約した地方という分
担が最も効率が良いと
考える。 
革新的技術の浸透には
時間が必要で、死の谷
を越えるまで、インキュ
ベーションするには、優
秀人材が得られかつ諸
費用の安い地域は、「シ
リコンバレー」の例を挙
げるまでもなく、大変適
している。

6989

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

60歳
～

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

科学技術振興調整費
は、大学のシステム改
革や環境整備を促進す
るためにも、このまま推
進すべきものでありま
す。現在、改革を進めて
いるものをさらに発展で
きるプログラムを、もっ
と多く設置することが重

科学技術振興調整費に
よるプログラムは大学
に新しい風を吹き込ん
でおり、大学内が正の
スパイラルに向かって
おります。また先進的な
システムの導入をする
ことは、大学が世界で
生き残るために必須な
ものであります。 
ただ、改革や環境整備
には時間がかかり、さら
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要です。 にシステムを発展・定着
させるためには、国から
のサポートが必要となり
ます。

6990

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

30～
39歳

文部
科学
省

24008
テニュアトラ
ック普及・定
着事業

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

この予算をもっと増やす
あるいは、テニュアトラ
ック制を含めた大学人
事の弾力化を図らない
と、日本にテニュアトラ
ックシステムの定着は
ない。逆に効率的な予
算活用のため、一度テ
ニュアについた人材の
定期的な評価をし、そ
れを次期の待遇処遇へ
と反映をすべき。

資源のない日本が生き
残る為には、人材育成
がもとめられる。また歴
史的にみても画期的な
発見発明はほとんど若
手研究者が主体となっ
たものである。優秀な若
手が海外に流出するの
も日本の世界貢献かも
しれないが、国内の競
争力、高度教育力には
憂慮すべきで、若手の
自律的な研究教育環境
がより必要。

6991

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24181

地域イノベー
ションクラス
タープログラ
ム

改善・見
直しをし
た上で推
進すべき

 途中から研究テーマ
ーの追加、参加企業の
追加などがある場合、
プロジェクト申請と同等
の審査が必要であると
思います。

・予算配分に偏りがあり
すぎる。 
・研究テーマが多すぎ
る。研究テーマは、予算
の無駄使いを少なくす
る点からも、ある程度、
絞るべき。 

6992

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

40～
49歳

文部
科学
省

24010
女性研究者
研究活動支
援事業

このまま
推進す
べき

日本の科学発展のため
に、女性研究者がその
能力を最大限発揮でき
るようにすることは重要
です。女性研究者の出
産・子育て期間中の研
究活動を支えたり、また
復職するための支援を
さらに推進していただき
たいです。

女性研究者として、研
究活動を続けていくこと
の難しさを常々感じてお
ります。男女雇用機会
均等法をはじめ男女共
同参画推進活動なども
近年始まってきておりま
すが、まだこれからだと
感じております。

6993
その
他

50～
59歳

文部
科学
省

24116
オーダーメイ
ド医療の実
現プログラム

このまま
推進す
べき

本施策は、今年度と同
様の規模の予算・組織
で継続して取り組むべ
きと考えます。

私達、または子供や孫
の健康増進、病気の治
療に対して、この研究
事業によって得られた
成果が活かされること
が期待されることから、
施策の継続を希望しま
す。

6994
大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試

30～
39歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

ポスドクで不安定な雇
用形態で働いている博
士取得者も多い中科学
研究費は研究者たちの
大きな支えとなってい
る。 
競争的資金獲得が学校
間の競争が厳しくなって
いる一歩、さらなる補助
金は研究者たちの新し
い機会を生むことになる

少子化で大学の予算も
厳しい昨今、科研費の
補助なしには満足な研
究活動が難しいのが現
状である。国は公的な
教育費はけちってはい
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等） ので 
積極的に推進するべき
だ。特に若手に向けて
のチャレンジ機会を増
やすことは非常に大切
だ。

けない。

6995
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24004

次世代がん
研究戦略推
進プロジェク
ト

このまま
推進す
べき

医科学研究は国民に還
元するためにあることを
再認識するためにも、
当該事業はこれまでの
開発の流れと共に推進
していくべきであると考
える.

2003年より推進されて
いる「オーダーメイド医
療実現化プロジェクト」
の国民参加状況からも
推測されるように、個人
の遺伝的背景を元にし
た医療への国民の期待
は大きい.薬害のために
かかる国民医療費の削
減のためにも当該施策
は推進していくべきであ
る.

6996

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

50～
59歳

文部
科学
省

24133
科学研究費
補助金

このまま
推進す
べき

科学研究費補助金を可
能なかぎり増額し、これ
まで通り推進していただ
くことを希望します。

科学研究費補助金は、
基礎研究を行う貴重な
財源で、これによってこ
れまで多くの成果がだ
され、重要な科学分野
を切り開いた実績もあり
ます。科学技術を発展
させていくための重要な
財源と考えます。

6997
民間
企業

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

医療費抑制のためにも
花粉症の治療の研究は
進めるべきだと思いま
す。

かなりの人が花粉症に
なっているので、医療費
も膨大になっていると思
います。ワクチンで治る
なら医療費抑制にもな
ると思います。

6998
その
他

40～
49歳

文部
科学
省

24190
科学技術振
興調整費

このまま
推進す
べき

大学における教育、研
究は、将来の日本を支
える優秀な人材を育て
るための資金でもある
ので、これは増額して推
進すべきものと思いま
す。

大学における教育、研
究は、将来の日本を支
える優秀な人材を育て
るための資金でもある
ので、これは増額して推
進すべきものと思いま
す。

6999
その
他

30～
39歳

文部
科学
省

24125
免疫・アレル
ギー科学総
合研究事業

このまま
推進す
べき

理化学研究所免疫アレ
ルギー科学総合研究セ
ンターのホームページ
を見ました。研究業績
は、大変素晴らしく、日
本で最もレベルの高い
免疫学研究機関だと思
います。免疫は、炎症
反応全般に深くかかわ
っておりますので、これ
からも将来に向けた疾
患治療に大きな貢献を
果たしていただきたいと
思います。

国民の大多数が何らか
のアレルギー疾患にか
かっている一方で、根
本的な治療法は、確立
していないのが現状で
す。根治療法の確立に
は、長期的な視野に立
った場合、それを説明
するメカニズムを知るこ
とが不可欠だと考えら
れます。理化学研究所
免疫アレルギー科学総
合研究センターは、世
界屈指の免疫学研究機
関ですから、これを実現
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するには、最適な組織
と言えると思われます。

7000

大学・
公的
研究
機関
（独
法・公
設試
等）

20～
29歳

文部
科学
省

24138

Bファクトリー
加速器の高
度化による新
しい物理法
則の探求

このまま
推進す
べき

優先的に推進すべきで
ある。

素粒子物理学分野にお
いて、日本国内に最先
端の加速器施設がある
ことは、人材の育成・教
育、技術の継承、国内
における研究の発展、
社会との相互コミュニケ
ーションにとっても重要
である。また、研究にお
いて日本がリーダーシ
ップをとるためにも必要
不可欠である。（海外の
加速器施設に赴いて研
究をするのでは、リーダ
ーシップをとることはで
きない。）
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